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第5章 計画段階環境配慮書における調査、予測及び評価の結果 

計画段階配慮事項の検討に係る調査、予測及び評価の手法は、概ねのルートの位置や基本的な

道路構造等を検討する段階における、事業計画の熟度や検討スケールに応じた環境配慮を適切に

実施できる手法としました。調査は、複数案が含まれるエリア全体を広域的に調査できる既存資

料に基づき、計画段階における環境配慮が必要な対象である検討対象（大気質や騒音では集落・

市街地、動物であれば重要な種の生息地など）の位置・分布を把握する方法とし、把握できたも

のについて、表 5-1 に示します。また、配慮書の段階では計画交通量が決まっていないため、予

測は、環境の状況の変化を把握する方法としました。評価は、環境影響の程度を整理、比較する

方法としました。 

予測地域は図 5-1 に示すとおりです。 

 

表 5-1 計画段階配慮事項に関する調査、予測、評価の手法 

計画段階配慮事項 検討対象 調査手法 予測手法 評価手法 

自動車の走行によ

る大気質 

集落・市街地※1の位置 既存資料 集落・市街地の位

置と複数案との位

置関係を把握 

回避又は通過の

状況を整理・比

較 自動車の走行によ

る騒音 

道路の存在による

動物 

重要な種の生息地等 

・重要な動物種※2 

既存資料 重要な種の生息地

等の位置と複数案

との位置関係を把

握 

回避又は通過、

分断の状況を整

理・比較 

道路の存在による

植物 

重要な種・群落の生育地等 

・重要な植物群落※4 

・巨樹・巨木林※5 

・天然記念物※6 

既存資料 重要な種・群落の

生育地等の位置と

複数案との位置関

係を把握 

回避又は通過、

分断の状況を整

理・比較 

道路の存在による

生態系 

生態系の保全上重要であっ

て、まとまって存在する自

然環境 

・重要湿地※7 

既存資料 生態系の保全上重

要であって、まと

まって存在する自

然環境との位置関

係を把握 

回避又は通過、

分断の状況を整

理・比較 

道路の存在による

景観 

重要な箇所 

・主要な眺望点、景観資源
※7 

既存資料 重要な箇所の位置

と複数案との位置

関係を把握 

回避又は通過、

分断の状況を整

理・比較 

※1）集落・市街地の既存資料：人口集中地区及び用途地域（工業専用地域を除く）を基本にＳ=1/2,500地形図か

らの読み取りによるものを補足して設定。 

※2）重要な動物種の既存資料：「第2回自然環境保全基礎調査 動植物分布図」（昭和56年、環境庁） 

※3）重要な植物群落の既存資料：「第2回自然環境保全基礎調査 動植物分布図」（昭和56年、環境庁） 

※4）巨樹・巨木林の既存資料：「第4回自然環境保全基礎調査 自然環境情報図」（平成7年、環境庁）、「第6回自然

環境保全基礎調査巨樹・巨木林フォローアップ調査報告書」（平成13年3月、環境省自然環境局生物多様性セ

ンター） 

※5）天然記念物の既存資料：「一宮の文化財(文化財ガイドマップ)」（平成20年3月、一宮市教育委員会）、「稲沢の

文化財」（稲沢市ホームページ）、「各務原市の文化財」（平成27年3月、各務原市教育委員会） 

※6）重要湿地の既存資料：「生物多様性の観点から重要度の高い湿地」（環境省ホームページ） 

※7）重要湿地の既存資料：「美しい愛知づくり基本計画」（平成19年3月、愛知県）、「美しい愛知づくり景観資源600

選」（愛知県ホームページ） 
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図 5-1 予測地域 
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本事業に係る計画段階配慮事項について、各案における環境影響を検討した結果は、表 5-2(1)

～(2)に示すとおりです。 

案①は、大気質については、環境影響の程度が最も小さいと評価しました。騒音について環境

影響を与える可能性があると評価しました。動物、植物、生態系、景観の 4 つの環境要素におい

て、環境影響の程度が比較的小さいと評価しました。 

案②は、騒音について環境影響を与える可能性があると評価しました。大気質、動物、植物、

生態系、景観の 5つの環境要素において、環境影響の程度が比較的小さいと評価しました。 

案③は、騒音について環境影響を与える可能性があると評価しました。大気質、動物、植物、

生態系、景観の 5つの環境要素において、環境影響の程度が比較的小さいと評価しました。 

 

大気質においては、案①が影響の程度が最も小さいと評価しました。 

騒音、動物、植物、生態系、景観については、影響の程度は、同程度と評価しました。 

 

今後、具体的なルートの位置や道路構造を決定する際は、できる限り市街地、重要な種の生息

地等、重要な種・群落の生育地等、生態系の保全上重要であって、まとまって存在する自然環境

を避けて計画します。 

なお、各検討対象について、回避が困難又は、必ずしも十分に低減されないおそれのある場合

には、今後の環境影響評価の中で調査、予測及び評価を行い、必要に応じて適切な環境保全措置

を検討します。 
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表 5-2(1) 計画段階配慮事項に係る予測及び評価の結果 

計画段階

配慮事項 
検討対象 【案①】専用部整備案 【案②】部分立体案 【案③】平面 8車線案 

自動車の

走行によ

る大気質 

集落・市

街地の位

置 

集落・市街地を通過し、道

路の整備に伴い、交通量が

増加すると考えられること

から、影響を与える可能性

はありますが、走行速度が

向上するため、その程度は

小さいと評価します。 

集落・市街地を通過し、道

路の整備に伴い、交通量が

増加すると考えられること

から、影響を与える可能性

はありますが、走行速度が

やや向上するため、その程

度は小さいと評価します。 

集落・市街地を通過し、道

路の整備に伴い、交通量が

増加すると考えられること

から、影響を与える可能性

はありますが、走行速度が

やや向上するため、その程

度は小さいと評価します。 

影響の程度は、走行速度が最も向上する案①が最も小さいと評価します。 

自動車の

走行によ

る騒音 

集落・市

街地の位

置 

集落・市街地を通過し、道

路の整備に伴い、交通量及

び走行速度が増加すると考

えられることから、供用時

の交通量及び走行速度によ

っては、騒音に影響を与え

る可能性があると評価しま

す。 

集落・市街地を通過し、道

路の整備に伴い、交通量及

び走行速度が増加すると考

えられることから、供用時

の交通量及び走行速度によ

っては、騒音に影響を与え

る可能性があると評価しま

す。 

集落・市街地を通過し、道

路の整備に伴い、交通量及

び走行速度が増加すると考

えられることから、供用時

の交通量及び走行速度によ

っては、騒音に影響を与え

る可能性があると評価しま

す。 

いずれの案も影響の程度は、同程度と評価します。 

道路の存

在による

動物 

重要な種

の生息地

等 

既存資料により詳細な位置

が特定できた重要な種の生

息地を通過しないため、影

響は小さいと評価します。

また、既に改変されている

国道 22 号を極力活用した

構造を検討することから、

動物への影響は回避、低減

されるため小さいと評価し

ます。 

既存資料により詳細な位置

が特定できた重要な種の生

息地を通過しないため、影

響は小さいと評価します。

また、既に改変されている

国道 22 号を極力活用した

構造を検討することから、

動物への影響は回避、低減

されるため小さいと評価し

ます。 

既存資料により詳細な位置

が特定できた重要な種の生

息地を通過しないため、影

響は小さいと評価します。

また、既に改変されている

国道 22 号を極力活用した

構造を検討することから、

動物への影響は回避、低減

されるため小さいと評価し

ます。 

いずれの案も同一ルートであるため、影響の程度は、同程度と評価します。 

道路の存

在による

植物 

重要な種 

・群落の

生育地等 

既存資料により詳細な位置

が特定できた天然記念物や

巨樹・巨木林を通過すると

予測されますが、その位置

が特定できていることや、

既に改変されている国道

22 号を極力活用した構造

を検討することから、植物

への影響は回避、低減され

るため、小さいと評価しま

す。 

既存資料により詳細な位置

が特定できた天然記念物や

巨樹・巨木林を通過すると

予測されますが、その位置

が特定できていることや、

既に改変されている国道

22 号を極力活用した構造

を検討することから、植物

への影響は回避、低減され

るため、小さいと評価しま

す。 

既存資料により詳細な位置

が特定できた天然記念物や

巨樹・巨木林を通過すると

予測されますが、その位置

が特定できていることや、

既に改変されている国道

22 号を極力活用した構造

を検討することから、植物

への影響は回避、低減され

るため、小さいと評価しま

す。 

いずれの案も同一ルートであるため、影響の程度は、同程度と評価します。 

 

  



5-5 

 

表 5-2(2) 計画段階配慮事項に係る予測及び評価の結果 

計画段階

配慮事項 
検討対象 【案①】専用部整備案 【案②】部分立体案 【案③】平面 8車線案 

道路の存

在による

生態系 

生態系の

保全上重

要であっ

て、まと

まって存

在する自

然環境 

既存資料により確認でき

た、生態系の保全上重要で

あって、まとまって存在す

る自然環境のうち、その一

部である河川、水路が現在

の国道 22 号と交差してい

るものの、その箇所はいず

れも暗渠構造であることか

ら、生態系の保全上重要な

自然環境にはなりにくいた

め、生態系への影響は小さ

いと評価します。 

既存資料により確認でき

た、生態系の保全上重要で

あって、まとまって存在す

る自然環境のうち、その一

部である河川、水路が現在

の国道 22 号と交差してい

るものの、その箇所はいず

れも暗渠構造であることか

ら、生態系の保全上重要な

自然環境にはなりにくいた

め、生態系への影響は小さ

いと評価します。 

既存資料により確認でき

た、生態系の保全上重要で

あって、まとまって存在す

る自然環境のうち、その一

部である河川、水路が現在

の国道 22 号と交差してい

るものの、その箇所はいず

れも暗渠構造であることか

ら、生態系の保全上重要な

自然環境にはなりにくいた

め、生態系への影響は小さ

いと評価します。 

いずれの案も同一ルートであるため、影響の程度は、同程度と評価します。 

道路の存

在による

景観 

重要な箇

所 

上空方向に構造物が連続的

に構築されるため、景観へ

の影響を与える可能性はあ

りますが、事業実施想定区

域は、既存の高速道路を含

む人工物が多い地域で、重

要な箇所（主要な眺望点、

景観資源）を通過しないた

め、景観への影響は小さい

と評価します。 

上空方向に構造物が部分的

に構築されるため、景観へ

の影響を与える可能性はあ

りますが、事業実施想定区

域は、既存の高速道路を含

む人工物が多い地域で、重

要な箇所（主要な眺望点、

景観資源）を通過しないた

め、景観への影響は小さい

と評価します。 

上空方向に構造物が構築さ

れないことや重要な箇所

（主要な眺望点、景観資源）

を通過しないため、景観へ

の影響は小さいと評価しま

す。 

いずれの案も影響の程度は、同程度と評価します。 
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第6章 計画段階環境配慮書についての国土交通大臣意見と都市計画決定権者の 

見解 

環境影響評価法第 3 条の 6 の規定に基づく配慮書についての環境の保全の見地からの国土交通

大臣意見とそれに対する都市計画決定権者の見解は、表 6-1(1)～(2)に示すとおりです。 

 

表 6-1(1) 配慮書についての国土交通大臣意見と都市計画決定権者の見解 

国土交通大臣意見 都市計画決定権者の見解 

1.総論 

(1)方法書以降の適切な環境配慮等 

本配慮書は、計画段階配慮事項についての検

討に当たって把握すべき交通の状況等に関する

記載に十分ではない点があるため、方法書以降

において必要な情報を適切に記載すること。ま

た、今後、専門家からの助言を得るとともに、愛

知県、一宮市等の関係行政機関との協議を十分

に行い、地域住民等の関係者に対し丁寧かつ十

分な説明を行うことにより透明性及び客観性を

確保すること。 

今後の環境影響評価図書の作成に当たって

は、交通の状況等に関する必要な情報を適切に

記載します。方法書の第 4 章の事業実施区域及

びその周囲の概況において、交通の状況等につ

いて記載しました。 

また、今後の環境影響評価の手続きにおいて

は、専門家からの助言を得るとともに、愛知県、

一宮市等の関係行政機関との協議を十分に行

い、地域住民等の関係者に対し丁寧かつ十分な

説明を行うことにより透明性及び客観性を確保

します。 

(2)対象事業実施区域の設定 

今後の詳細なルートの位置及び道路構造の検

討に当たっては、住居等への影響について、適切

に調査、予測及び評価を行った上で、その結果を

反映し、影響を極力低減すること。また、今後、

本事業において連絡道路が計画され、それによ

り本事業の実施に伴う環境影響に追加的な影響

が生ずるおそれがある場合は、方法書以降の手

続において、連絡道路の存在・供用を前提とした

調査、予測及び評価を行い、その結果を踏まえ、

適切に環境保全措置を検討すること。 

今後の詳細なルートの位置及び道路構造の検

討に当たっては、住居等への影響について、適切

に調査、予測及び評価を行った上で、その結果を

反映し、影響を極力低減します。 

また、今後、本事業において連絡道路が計画さ

れ、それにより本事業の実施に伴う環境影響に

追加的な影響が生ずるおそれがある場合は、環

境影響評価の手続において、連絡道路の存在・供

用を前提とした調査、予測及び評価を行い、その

結果を踏まえ、適切に環境保全措置の検討を行

います。 

2.各論 

(1)大気環境 

想定区域及びその周辺には、市街地が形成さ

れており、住居等が多数存在していることから、

本事業の実施による道路交通騒音及び排気ガス

等による生活環境への影響が懸念される。この

ため、方法書以降の手続においては、周辺住居等

の立地状況等を踏まえ、特に騒音や大気汚染に

係る影響を受けるおそれのある住居等につい

て、影響を適切に把握するために必要な調査を

実施した上で、予測及び評価を行い、その結果を

踏まえ、適切に環境保全措置を検討すること。 

今後の環境影響評価の手続においては、周辺

住居等の立地状況等を踏まえ、生活環境への影

響について、適切に調査、予測及び評価を行い、

その結果を踏まえ、適切に環境保全措置の検討

を行います。 
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表 6-1(2) 配慮書についての国土交通大臣意見と都市計画決定権者の見解 

国土交通大臣意見 都市計画決定権者の見解 

2.各論 

(2)廃棄物等 

工事に伴い発生する廃棄物については、再生

利用を図るとともに、工事着手までに、できる限

り、廃棄物等の種類や発生量に応じた処理方法

及び処分先を決定し、廃棄物を適正に処理する

こと。 

工事に伴い発生する廃棄物については、再生

利用を図るとともに、工事着手までに、できる限

り、廃棄物等の種類や発生量に応じた処理方法

及び処分先を決定し、廃棄物を適正に処理しま

す。 

(3)温室効果ガス 

工事に伴う温室効果ガスをできる限り削減す

るよう、工事における省エネルギー化の推進や

再生可能エネルギーの利用等の環境保全措置を

検討すること。 

工事に伴う温室効果ガスの発生をできる限り

削減するよう、工事における省エネルギー化の

推進や再生可能エネルギーの利用等の環境保全

措置を検討します。 

(4)地域住民等への説明及び関係機関との連携 

本事業は、市街地において、長期間にわたり工

事が実施される計画であることから、本事業の

実施に伴う環境影響及び環境保全措置の内容に

ついて、地域住民等に対し丁寧に説明すること。 

今後の環境影響評価の手続きにおいて、本事

業の実施に伴う環境影響及び環境保全措置の内

容について、地域住民等に対し丁寧かつ十分な

説明を行います。 
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第7章 計画段階環境配慮書の案又は計画段階環境配慮書についての意見と見解 

第1節 計画段階環境配慮書の案についての一般の環境の保全の見地からの意見と事業予定者

の見解 

対策案（ルート帯案）を検討する際に重視すべき事項として、「生活環境（大気・騒音等）に

配慮し、影響が少ないこと」及び、「自然環境（動植物等）に配慮し、影響が少ないこと」の 2

項目について意見聴取を行い、「特に重視すべき」、「やや重視すべき」、「あまり重視すべきでは

ない」、「重視すべきでない」の 4段階で回答していただきました。（アンケート調査：令和元年

9月 13 日～令和元年 11 月 13 日） 

その結果、重視すべきという意見（“特に重視すべき”“やや重視すべき”）は、「生活環境（大

気・騒音等）に配慮し、影響が少ないこと」が 76％、「自然環境（動植物等）に配慮し、影響が

少ないこと」が 71％という結果でした。また、自由意見の中で環境に関する意見が多数寄せら

れ、その代表的な意見及び事業予定者の見解を表 7-1 に示します。 

 

 

【生活環境（大気・騒音等）に配慮し、影響が少ないこと】 

 

 

一般住民（企業団体含む） 

からの意見 

N=30,823 

 

 

 

 

 

【自然環境（動植物等）に配慮し、影響が少ないこと】 

 

一般住民（企業団体含む） 

からの意見 

N=30,823 

 

 

 

 

図 7-1 一般住民（企業団体含む）からの重視すべきという意見の割合 

  

特に重視すべき    やや重視すべき    あまり重視すべきではない    重視するべきではない    無回答 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

31% 45% 18%

3%

4%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

71%
27% 44% 21%

4%

4%
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表 7-1 一般住民（企業団体含む）からの主な意見と事業予定者の見解 

項目 一般住民からの意見 事業予定者の見解 

環
境
全
般 

・自然環境の保全 

・大気、騒音等、周りの住民に配慮する 

・人や環境への配慮を欠いてはいけない 

・生活環境・自然環境には引き続き配慮し

てください 

・子供達と将来のためにも、環境問題を考

慮した改善をお願いします 

上記意見を含む計 104 件 

 

 

 

 

 

事業実施に向けては、本事業の目的を勘

案しつつ、生活環境、自然環境への影響に

ついて、できる限り回避・低減するよう配

慮します。 

また今後の環境影響評価の手続きにおい

て、具体的なルートの位置や道路構造を決

定する段階で、調査、予測及び評価を行

い、必要に応じて環境保全措置等の配慮を

行います。 

生
活
環
境
（
大
気
質
・
騒
音
） 

・騒音をなるべく抑えていただきたい 

・騒音と近隣対策 

・工事中の騒音・振動問題 

・工事中の周辺商業地区への騒音等の影響

を心配している 

・騒音振動に配慮した工事 

・騒音がひどすぎる。消音できないのか 

・排気ガス問題、住宅への配慮も重要視す

るべきではないか 

・大気、騒音などの環境被害を受ける恐れ

のある施設を示すべき 

・大気・騒音の具体的予測を示した配慮書

に。 

上記意見を含む計 223 件 

事業実施に向けては、本事業の目的を勘

案しつつ、生活環境、自然環境への影響に

ついて、できる限り回避・低減するよう配

慮します。 

また今後の環境影響評価の手続きにおい

て、具体的なルートの位置や道路構造を決

定する段階で、調査、予測及び評価を行

い、必要に応じて環境保全措置等の配慮を

行います。 

自
然
環
境
（
動
植
物
・
生
態
系
） 

・自然環境の保全 

・自然、動物、樹々や植物への影響を心配

しています 

・緑が多いといいです 

・環境（植物など）に配慮して欲しい 

・動物植物に優しい環境整備 

・自然環境への配慮 

上記意見を含む計 44 件 

 

 

 

 

 

事業実施に向けては、本事業の目的を勘

案しつつ、生活環境、自然環境への影響に

ついて、できる限り回避・低減するよう配

慮します。 

また今後の環境影響評価の手続きにおい

て、具体的なルートの位置や道路構造を決

定する段階で、調査、予測及び評価を行

い、必要に応じて環境保全措置等の配慮を

行います。 
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第2節 関係する地方公共団体の長からの意見と都市計画決定権者の見解 

環境影響評価法第 3 条の 7 の規定に基づき、配慮書について愛知県知事及び一宮市長から意

見聴取を行いました。 

愛知県知事からの意見と都市計画決定権者の見解を表 7-2(1)～(2)に示します。また、一宮

市長からの意見と都市計画決定権者の見解を表 7-3 に示します。 

 

表 7-2(1) 愛知県知事からの意見と都市計画決定権者の見解 

愛知県知事からの意見 都市計画決定権者の見解 

1.全般的事項 

(1)配慮書において設定された複数案を絞り込

んだ経緯及びその内容について、方法書におい

て丁寧に記載すること。 

配慮書において設定された複数案を絞り込ん

だ経緯及びその内容については、方法書第 3 章

第 3節に記載しました。 

(2)事業計画及び工事計画の検討に当たっては、

環境の保全に関する最新の知見を踏まえ、環境

影響をできる限り回避、低減すること。 

事業計画及び工事計画の検討に当たっては、

環境の保全に関する最新の知見を踏まえ、環境

影響を極力回避、低減します。 

2.大気質及び騒音 

事業実施想定区域内には集落・市街地が存在

しており、本事業の実施に伴う大気質及び騒音

による生活環境への影響が懸念される。 

このため、生活環境への影響に配慮した事業

計画及び工事計画とするとともに、適切な調査、

予測及び評価の手法を検討すること。 

生活環境への影響について、適切な調査、予測

及び評価の手法を検討し、方法書第 8 章に記載

しました。 

3.動物 

事業実施想定区域内には水田等が存在してお

り、立体構造とする場合には工作物の存在によ

る鳥類への影響が懸念される。 

このため、鳥類の生息環境への影響に配慮し

た事業計画とするとともに、適切な調査、予測及

び評価の手法を検討すること。 

鳥類の生息環境への影響について、適切な調

査、予測及び評価の手法を検討し、方法書第 8章

に記載しました。 
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表 7-2(2) 愛知県知事からの意見と都市計画決定権者の見解 

愛知県知事からの意見 都市計画決定権者の見解 

4.その他 

(1)配慮書の案において、環境影響評価法に規定

する事業実施想定区域及びその周囲の概況並

びに計画段階配慮事項の検討に係る調査及び

予測の結果について、大気等の予測結果が定性

的な記載にとどまっていることなどから、住民

等の意見聴取がきめ細やかに実施されていな

いと考えられる。 

 また、本配慮書においても、同法に規定する

これらの事項について、同様の記載にとどまっ

ている。 

 このため、方法書以降の手続きにおいては、

適切に予測・評価を行い、図書を作成の上、環

境の保全の見地から意見を求めること。 

今後の環境影響評価の手続においては、大気

質等の影響について、適切な調査、予測及び評価

並びに地域住民等に対し丁寧かつ十分な説明を

行った上で、環境の保全の見地から意見を求め

ます。 

(2)方法書以降の図書の作成に当たっては、配慮

書の案に対する住民等の意見に配慮するとと

もに、わかりやすい図書となるよう努めるこ

と。 

配慮書の案に対する住民等の意見に配慮し、

方法書を作成しました。また、今後の環境影響評

価図書の作成に当たっても、住民等の意見に配

慮するとともに、わかりやすい図書となるよう

努めます。 
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表 7-3 一宮市長からの意見と都市計画決定権者の見解 

一宮市長からの意見 都市計画決定権者の見解 

1 本計画による道路の整備に伴い、交通量及び

走行速度が増加すると考えられることから、周

辺住居等に対する騒音・振動による生活環境へ

の影響について回避・低減に努めること。 

騒音・振動による生活環境への影響について、

適切に調査、予測及び評価を行った上で、極力回

避・低減します。 

 

 

2 アクセスの向上により周辺地域からの流入に

よる交通量の増加が避けられないので、道路接

合部付近など交通渋滞が発生しやすい区間に

おける住居等への大気汚染の回避・低減に努め

ること。 

大気質による生活環境への影響について、適

切に調査、予測及び評価を行った上で、極力回

避・低減します。 

 

 

3 計画を具体化する際は、最新の知見や専門家

の意見等を踏まえた調査を実施した上で、予測

及び評価を行い、その結果を踏まえた環境保全

措置を検討すること。 

今後の環境影響評価の手続においては、最新

の知見や専門家の意見等を踏まえた調査、予測

及び評価を行い、その結果を踏まえ、適切に環境

保全措置の検討を行います。 
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第8章 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計

画決定権者の見解 

環境影響評価方法書を「環境影響評価法」（平成 9年法律第 81 号）第 40 条第 2項により読み替

えて適用される同法第 7条に基づき、令和 3年 2月 12日から令和 3年 3月 12日まで縦覧に供し、

令和 3年 2月 12 日から令和 3年 3月 26 日まで意見を求めたところ、第 40 条第 2項により読み替

えて適用される同法第 8条第 1項に基づく環境の保全の見地からの意見がありました。 

方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する見解は、表 8-1(1)～(16)に示す

とおりです。 

 

 

表 8-1(1) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

1.都市計画対象道路事業の目的及び内容に関する事項 

(1)事業の目的について                              ８件 

1-1-1 

 今までのような人口増加はないため、不要な道

路計画はやめ、もっと県民生活に必要な部分に充

てるべきである。航空宇宙産業の衰退や人の移動

量の減少など、最新の社会情勢から、将来交通量

を算定し、それに対応した道路計画をすべきであ

る。 

＜１通（１団体）＞ 

（仮称）名岐道路（一宮～一宮木曽川）

（以下、「名岐道路」という。）は、2019 年

3 月に定めた尾張都市計画区域マスタープ

ランにおいて、都市づくりの目標である

「リニア新時代に向けた地域特性を最大

限活かした対流の促進」や「力強い愛知を

支えるさらなる産業集積の推進」の実現の

ため、「概ね 2030 年までに整備を予定する

主要な施設」として、その必要性を位置づ

けしています。 

計画交通量については、社会情勢等を踏

まえて推計し、準備書に記載しました。 

(｢第 3章第 2節 2.9 都市計画対象道路事業

に係る道路の計画交通量｣に記載) 

1-1-2 

 計画交通量及び速度による便益を、2019 年 9 月

に国が実施した名岐道路の計画に関するアンケ

ートに記載の概算事業費で割って、費用便益比

B/C を算出、公表し、1.0 以内(便益以上に費用が

かかる)なら計画を中止すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

費用便益比の算出、公表等については、

事業者の行う事業化手続きとして別途実

施される予定です。 
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表 8-1(2) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

1-1-3 

 愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門部

会（第 1回）の配付資料 2 p4「名岐道路の概要 3)

周辺の交通状況」では、名古屋高速一宮線 57,292

台/日と、並行する国道 22 号一宮市浅野（対象区

間外）61,627 台/日で合計 118,919 台/日、対象区

間の国道 22 号一宮市朝日 2 丁目で 64,412 台/日

とある。ここに高速道路を建設すれば、東海北陸

自動車道を流れている 35,679 台/日の半分以上が

流れ込み、高速道路と国道 22号の合計交通量は 8

万台近くになり、一宮市浅野の 12万台近い交通量

は 14万台近くとなり、完成すれば、名神高速道路

を大幅に超える状態となる。交通計画としても環

境上の計画としても無謀な計画である。 

 方法書に、最新の現況交通量、環境予測のため

の計画交通量及び速度が示されていない。これで

は調査方法等への意見は出せない。計画交通量に

より、名神高速等と比較などを行い、名岐道路の

必要性を説明すべきである。また、計画交通量が

決まっていないような計画未熟な段階では環境

影響評価手続きを中断すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

計画交通量については、環境影響評価

法第 14 条及び「道路事業に係る環境影響

評価の項目並びに当該項目に係る調査、

予測及び評価を合理的に行うための手法

を選定するための指針、環境の保全のた

めの措置に関する指針等を定める省令

（平成 10年 6月 12日建設省令第 10号）」

（以下、「国土交通省令」という。）第 33

条の規定に従い準備書に記載しました。 

(｢第 3 章第 2 節 2.9 都市計画対象道路事

業に係る道路の計画交通量｣に記載) 

方法書に記載の事業の内容について

は、環境影響評価法第 5 条及び国土交通

省令第17条の規定に従って記載していま

す。 

また、現況交通量については、方法書

p4-2-9 に記載しています。 

 

 

 

1-1-4 

 方法書 p3-5「第 1回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 地域の課題 1)高速ア
クセス性、時間信頼性」で、『高速道路を利用した
場合には約 1.5 倍の延長があり、迂回感がある。』

とあるが、説明図では一般道路は約20kmで 50分、
高速道路は約 30km で 40 分とあり、高速使用で
10km 迂回するが 10 分早く到着できる。こうした

例は多く、少し遠くなるが費用はかかっても早く
着くことを選ぶ人が多いため、課題とするような
ことではない。また、『高速ボトルネック箇所が存

在するため、所要時間にばらつきが発生し、時間
信頼性が低い。』とあるが、一宮ジャンクション付
近の名神高速は上下線とも2車線を 3車線化する

検討が始まっているため、ボトルネックは課題と
は言えない。 
 方法書 p3-6「第 1回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 地域の課題 2)渋滞」
で、『国道 22号の市街地付近では、信号交差点が
連坦しており、速度低下が顕著。』とあるが、具体

的な速度がなく納得できない。区間別に上下線別
に検討すると、対象区間で渋滞とされている
20km/h 以下は、一宮市朝日 2丁目の 13.2km/h（平

成 22 年度全国道路・街路交通情報調査）だけであ
る。国道 22 号の両郷町交差点(朝日 2 丁目近く)
で左折車線長の延伸対策が実施されており、混雑

は解消するはずである。 
 国道 22 号の課題は順次解決していけばよく、
膨大な事業費をかけ、生活環境等に多大な影響を

与える高速道路化などは実行すべきでない。 

＜２通（２団体）＞ 

高速道路を利用した場合の迂回感の解

消や10分早く目的地に到着できるといっ

た高速アクセス性の向上は、2019 年 3 月

に定めた尾張都市計画区域マスタープラ

ンの都市づくりの目標である「リニア新

時代に向けた地域特性を最大限活かした

対流の促進」や「力強い愛知を支えるさら

なる産業集積の推進」の実現のためには

必要不可欠であると考えております。 

国道 22 号の速度低下については、方法

書 p3-7「図 3-7 地域の課題を解決する政

策目標（案）」において、国道 22 号の今回

対象区間以外の走行速度は 33km/h（平成

27 年度全国道路・街路交通情勢調査 混

雑時旅行速度の上下線平均）、今回対象区

間の走行速度は 28km/h（同上）と記載し

ています。 

国道 22 号等における渋滞の解消等に

は、名岐道路の整備による抜本的な対策

が必要と考えています。 
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表 8-1(3) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

1-1-5 

 方法書 p3-6「第 1回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 地域の課題 4-3)交通

事故」で、『一宮市では、国道 22 号、国道 155 号

等の幹線道路沿線において事故が多く発生して

いる。』とあり、追突事故の割合が 74%であること

を図で示しているが、説明するための図として死

傷事故率を愛知県平均と対象区間で比較してい

る。国道と生活道路では死傷事故率が異なるのは

当然である。評価対象区間 121 件/年・億台 km は、

愛知県内直轄国道の平均 154 件/年・億台 km より

少ない。このような恣意的な死傷事故率比較は撤

回すべきである。少なくとも県平均ではなく県内

国道の死傷事故率で対象区間と比較すべきであ

る。 

＜２通（２団体）＞ 

方法書 p3-6「図 3-6 地域の課題「現状

と課題③」」に記載の今回対象区間の死傷

事故率 121 件/年・億台 km 及び愛知県平

均の死傷事故率 69 件/年・億台 km は、国

道や県道などの主要な幹線道路を対象に

算出した値となっており、生活道路は対

象にしていません。 

なお、2017 年度尾北地域渋滞対策検討

ワーキンググループの資料における「愛

知県直轄国道平均 154 件/年・億台 km」は、

交差点のみの事故を対象とした値です。 

 

1-1-6 

 方法書 p3-7「第 1回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 政策目標（案）と設定

した複数の道路構造案 5-2)政策目標（案）」に、

国道 22 号（一宮～一宮木曽川）の旅行速度は

28km/h とあるが、方法書 p3-11「第 2回中部地方

小委員会資料（国土交通省中部地方整備局） 複数

案の比較評価、対応方針（案） 3-1)対策案の検

討」の複数案の比較における交通の円滑化には、

混雑時の旅行速度は 22km/h とあり、食い違って

いる。算出根拠を明確にした上で示すべきであ

る。 

 また、案③平面 8車線案に、国道 22号（一宮～

一宮木曽川）の旅行速度が 34km/h になるとある

が、どのような算定をしたか明記すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

方法書 p3-7「図 3-7 地域の課題を解決

する政策目標（案）」に記載の混雑時旅行

速度 28km/h については、平成 27 年度全

国道路・街路交通情勢調査における一宮

中インターチェンジ～一宮木曽川インタ

ーチェンジ区間内の調査区間毎の混雑時

上下線平均旅行速度の平均により算出し

た値となっています。 

方法書 p3-11「図 3-9 名岐道路（一宮～

一宮木曽川）複数案の比較評価」に記載の

旅行速度 22km/h については、平成 27 年

度全国道路・街路交通情勢調査における

一宮インターチェンジ～一宮木曽川イン

ターチェンジ区間内の調査区間毎の混雑

時上り線旅行速度の平均により算出した

値となっています。また、旅行速度 34km/h

は、昼間非混雑時上り線旅行速度の平均

により算出した値となっています。 

1-1-7 

 方法書 p3-7「第 1回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 政策目標（案）と設定

した複数の道路構造案 6-2)構造形式比較図」で、

渋滞等の解決として高速道路化案などが示され

ているが、名古屋高速一宮線からの流入や国道

155 号への流入をスムーズにしなければ、今の国

道 22 号の混雑状況はほとんど変わらないはずで

ある。その証拠に、対象区間外の南側、一宮市浅

野では、名古屋高速一宮線と国道 22 号の交通量

の合計は、118,919 台/日となっており、国道 22

号の下り線の混雑時走行速度は19.0km/hである。

国道 22 号に並行して高速道路を建設しても渋滞

は解消しない実例といえる。 

＜２通（２団体）＞ 

名岐道路の整備により、現在国道 22 号

を走行している地域交通と通過交通を、

名岐道路と国道22号に適切に分離させる

ことにより、国道 22 号の交通混雑緩和を

図ってまいります。 

また、名岐道路の整備にあたっては、国

道 22 号や（都）北尾張中央道等の関連す

る平面街路との流出入が円滑に行われる

よう適切に調整してまいります。 
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表 8-1(4) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

1-1-8 

 愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門

部会（第 1回）では、計画の前提で重要な人口、

産業、交通量・速度の将来フレームの資料が配付

され、審議されていたが、方法書には同資料の記

載が全くない。少なくとも方法書にはそれらを

追加、修正すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

第 1 回専門部会にて配布、審議した資

料のうち、地域の人口・産業については方

法書 p4-2-1 及び p4-2-2 に、交通量など

の交通状況については方法書p4-2-9から

4-2-12 に記載しております。 

なお、計画交通量については、環境影響

評価法第 14 条及び国土交通省令第 33 条

の規定に従い準備書に記載しました。 

(｢第 3 章第 2 節 2.9 都市計画対象道路事

業に係る道路の計画交通量｣に記載) 

(2)事業の内容について                              ４件 

1-2-1 

 2020 年 4 月に公表された配慮書では、インタ

ーチェンジ設置や接続機能の強化（ジャンクシ

ョン化）は一言も触れていなかった。2020 年 11

月の愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専

門部会（第 1回）の配付資料 2 p12「計画段階評

価 5)対応方針の決定」でも、『両郷町交差点付近

に「インターチェンジ設置」の検討を行う』、『一

宮インターチェンジや新たに交差する一宮木曽

川インターチェンジについて、「接続機能の強化

（ジャンクション化）」の検討を行う』としてお

り、両端のジャンクションと真ん中の両郷町イ

ンターチェンジを設置するかどうかも決まって

いなかった。また、方法書 p3-3「その他の都市

計画対象道路事業の内容」でも、『本事業におい

て、インターチェンジ及びジャンクションの設

置を計画しています。』となっており、あいまい

なままである。別途縦覧されている都市計画の

案を作成するための基本方針（案）のリーフレッ

トでは、見開き 8 ページのうち 2 ページを使っ

て大々的に示されている。 

 専門部会段階で『両郷町交差点付近に「インタ

ーチェンジ設置」の検討を行う』としていたこと

が、いつの間に、どんな理由で、誰が概ねの設置

位置案を決めたのか。 

 方法書 p7-5「一宮市長から意見と都市計画決

定権者の見解」において、『アクセスの向上によ

り周辺地域からの流入による交通量の増加が避

けられないので、道路接合部付近など交通渋滞

が発生しやすい区間における住居等への大気汚

染の回避・低減に努めること』と流入交通量の増

加を心配しているが、両郷町交差点付近のイン

ターチェンジ設置について、一宮市長の考えを

確認すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

両郷町付近にインターチェンジ設置の

検討を行うことについては、国土交通省

が実施した計画段階評価手続きにおい

て、対応方針として公表されています。そ

の後、都市計画決定権者である本県が、都

市計画及び環境影響評価手続きを開始

し、対応方針を踏まえ、両郷町付近の中間

インターチェンジ設置位置案を含む基本

方針（案）及び方法書を作成し、専門部会

での審議を行いました。 

当該インターチェンジ設置について

は、計画段階評価手続きにおいて、一宮市

との調整が図られています。 
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表 8-1(5) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

1-2-2 

 方法書 p3-7「第 1回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 政策目標（案）と設定

した複数の道路構造案 6-2)構造形式比較図」に

『国道 22 号沿線では、…まちづくりが進展して

おり、現道上以外での整備は困難なことから、国

道 22 号と同一ルートにおいて対応可能となる道

路構造案を抽出』とあるが、それを理由にルート

を確定することは都市計画としてはあってはな

らない。また、配慮書に対して 2020 年 5 月 1 日

に国へ提出した意見『複数案に事業をしないこと

を追加すべき：課題としての渋滞・事故は一宮市

内特有のものでもなく、緊急性も説明できておら

ず、事業の必要性は読み取れない。このため、複

数案として、ゼロ・オプション（事業を実施しな

い案）を追加すべきである。』を真剣に検討すべき

である。 

＜１通（１団体）＞ 

ルート及び道路構造については、国土交

通省が実施した計画段階評価手続きにお

いて、国道 22 号と同一ルートで複数の道

路構造案から 1案を選定し、対応方針とし

て公表されています。 

このルート及び道路構造については、沿

道土地利用などの他の都市計画と整合を

図られたものとなっており、都市計画決定

権者として適切なものであると判断して

います。 

 

1-2-3 

 方法書 p3-11「第 2回中部地方小委員会資料（国

土交通省中部地方整備局） 複数案の比較評価、対

応方針（案） 3-1)対策案の検討」で、複数案の比

較における工事中の影響の評価について、案①専

用部整備案は、現道交通への影響が最も大きいも

のとなっている。工事期間が長いが、交通問題は

どのように解決するのかを明らかにする必要が

ある。 

＜１通（１団体）＞ 

工事中の交通対策等、具体的な工事計画

については、事業実施段階において、本事

業と類似する先行事例等を参考に検討を

行います。 

1-2-4 

 平成 27 年度道路交通センサス（全国道路・街路

交通情勢調査）によると、国道 22 号の昼 12 時間

交通量と 7～9 時台に通過した交通量は、それぞ

れ下り線の方が上り線より5～10ポイント多くな

っている。 

 これらの交通特性をしっかり分析し、円滑な交

通の流れを導くための信号制御の再構築等を行

うことで、工事期間中及び現在の計画準備期間に

おいても、交通渋滞による経済損失の軽減が図ら

れるのではないか。交通管制を受け持つ公安委員

会との連携を望む。 

＜１通（１名）＞ 
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表 8-1(6) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

２.都市計画対象事業実施区域及びその周囲の概況に関する意見 

(1)自然的状況について ３件 

2-1-1 

 方法書 p4-1-25「水質の状況」に、『板倉橋（日

光川）においても調査が行われており、令和元（平

成 31）年度調査結果では、全ての項目において環

境基準を達成しています。』とあるが、日光川は国

道 22 号から西約 600m に位置しており、2017 年 3

月 31 日に環境基準の類型指定が E から D に昇格

されているため、環境基準を達成しているという

言葉だけでなく、木曽川のように具体的数値を記

載すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

方法書では、調査区域における水質の状

況を整理しています。 

なお、参考として、調査区域外に位置す

る板倉橋（日光川）における環境基準の達

成状況を方法書 p4-1-25 の文章中に記載

しています。 

2-1-2 

 配慮書に対して 2020 年 5 月 1 日に国へ提出し

た意見『H29 年度に、新たに判明した地下水汚染

の範囲を把握するため調査を行った井戸が、事業

予定地から 1～2km に存在し、重要なデータであ

るため、分析すべき』及び『発端の汚染井戸がど

れで、その調査結果、汚染項目、地下水層の深さ、

予定事業との位置関係、十分な調査が必要であ

る。』に対応して、方法書 p4-1-28「その他水に係

る環境（地下水水質）」では、6地点の定期モニタ

リング調査の結果を示し、『すべての地点におい

て環境基準を達成しています。』としているが、後

者の意見には答えていない。見解を求める。 

＜１通（１団体）＞ 

工事の実施に係る地下水については、地

下水を遮断するような堀割構造物、トンネ

ル構造物を設置しない計画であることか

ら、環境影響評価の項目として選定してい

ません。 

なお、事業実施区域周辺の地下水につい

ては、一宮市により定期モニタリング調査

が実施されており、全ての地点において環

境基準を達成しています。 

2-1-3 

 方法書 p4-1-41「動物相の状況」において、『調

査区域において生息記録のある昆虫類として、ベ

ニイトトンボ、アオヤンマ、シオカラトンボ、ア

キアカネ等を含む136科 579種が確認されていま

す。』とあるが、方法書 p4-1-48「動物の重要な種

及び注目すべき生息地の状況」においては、『重要

な種は、ベニイトトンボ、グンバイトンボ、ナゴ

ヤサナエ、タガメ、ツマグロキチョウ、クロマダ

ラタマムシ等の 5目 27 科 40 種』とあり、アオヤ

ンマが抜け落ちている。 

 愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門

部会（第 1回）の配付資料 2 p18「周辺地域特性 

6)動物」には、重要種の出典元が記載されていな

い。また、「カマキリ」は科名であるため、他と同

様に、種名「ヒメカマキリ」と、種名で統一して

記載すべきである。また、同資料 2 p19「周辺地

域特性 7)植物・植生」に、把握範囲は国道 22 号

から 250m としていることを明記すべきである。 

 方法書 p4-1-47「動物の重要な種及び注目すべ

き生息地の状況」において、『重要な種はヤマトサ

ンショウウオ、ニホンアカガエル等の 2 目 3 科 5

種』とあり、木曽川に生息しているはずのイタセ

ンパラの記載がない。 

＜１通（１団体）＞ 

重要な種の出典は方法書に記載してい

ます。 

アオヤンマについては、方法書 p4-1-48

の表 4-1-37(1)「重要な昆虫類」No6 に記

載しています。 

カマキリについては種名であり、方法書

p4-1-47 の表 4-1-36「重要な魚類」No20 に

記載しています。 

動植物の生息又は生育、植生及び生態系

の状況については、事業実施区域から概ね

片側 3km を含む、方法書 p4-1-2 図 4-1「事

業実施区域及びその周囲」の範囲において

把握しました。 

イタセンパラについては方法書p4-1-47

の表 4-1-36「重要な魚類」No6 に記載して

います。 
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表 8-1(7) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

(２)社会的状況について １件 

2-2-1 

 方法書 p4-2-3「土地利用の状況」では、愛知県

都市計画審議会環境影響評価調査専門部会（第 1

回）の配付資料 2 p22「周辺地域特性 10)土地利

用の状況」の土地利用現況図（宅地利用動向調査・

中部、国土地理院）を示し、騒音等について高架

構造により影響を受ける中高層住宅地、密集低層

住宅、その他の公共公益施設の存在を確認できる

ようにするべきである。 

 方法書 p4-2-13～4-2-19「学校、病院その他の

環境の保全についての配慮が特に必要な施設の

配置の状況及び住宅の配置の概況」では、一覧表

だけでなく、事業実施想定区域内での状況を文章

化して、影響の程度が想定できるようにすべきで

ある。また、事業実施想定区域内での施設名一覧

には、国道 22 号からの距離を記載すべきである。 

 国道 22 号沿線の準工業地域の奥 50m からは、

第 1種住居地域が指定されている。騒音の一般環

境基準の適合状況を確認すべきであるため、第 1

種住居地域が指定されていることを図だけでな

く、文章で明記すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

調査区域内の土地利用の状況について

は、方法書 p4-2-4 において、土地利用現況

図（土地利用分類図（第 2期）名古屋北部・

岐阜、国土交通省）を用いて示しています。 

「学校、病院その他の環境の保全につい

ての配慮が特に必要な施設の配置の概況」

については、方法書 p4-2-13～4-2-19 の表

に、学校、病院等の保全対象の一覧及びそ

の所在地を示しており、その位置について

は、方法書 p4-2-20～4-2-22 の図に示して

います。 

用途地域の指定状況については、方法書

p4-2-28 において、「事業実施区域において

は、主に第 1種住居地域、準工業地域、工

業地域及び用途地域の定めのない地域が

指定されています。」と文章で明記すると

ともに、方法書 p4-2-29 において用途地域

図に示しています。 

3.環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法に関する意見 

(1)項目について ６件 

3-1-1 

 方法書 p8-3「環境影響評価の項目及びその選定

理由」の粉じん等について、各地で被害実例があ

ることから、自動車の走行による粉じん等につい

ても環境影響評価の項目として追加選定すべき

である。 

＜１通（１団体）＞ 

自動車の走行に係る粉じん等について

は、国土交通省令及び愛知県環境影響評価

指針において一般的な道路事業の対象項

目となっていないことから、環境影響評価

の項目として選定していません。 

3-1-2 

 方法書 p8-3「環境影響評価の項目及びその選定

理由」の低周波音について、ブルドーザー、トラ

ック等のディーゼルエンジン（8～25Hz）、空気圧

縮機（12.5Hz）、コンプレッサー（20Hz）、などの

建設工事機械による低周波音についても、環境影

響評価の項目として追加選定すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

建設機械の稼働に係る低周波音につい

ては、国土交通省令及び愛知県環境影響評

価指針において一般的な道路事業の対象

項目となっていないことから、環境影響評

価の項目として選定していません。 

なお、嵩上式（高架構造）で計画してい

ることから、自動車の走行に係る低周波音

については、道路環境影響評価の技術手法

（国土交通省 国土技術政策総合研究所）

（以下、「技術手法」という。）に基づき、

環境影響評価の項目として選定していま

す。 
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表 8-1(8) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

3-1-3 

 方法書 p8-3「環境影響評価の項目及びその選定

理由」ついて、工事の実施による取水地下水の汚

染や取水量減などが無いように、地下水について

も環境影響評価の項目として追加選定すべきで

ある。 

＜２通（２団体）＞ 

工事の実施に係る地下水については、地

下水を遮断するような堀割構造物、トンネ

ル構造物を設置しない計画であることと

ともに、事業実施区域周辺における地下水

の定期モニタリング調査では、地下水汚染

は確認されていないことから、環境影響評

価の項目として選定していません。 

なお、事業実施段階においては、周辺の

井戸等における水質基準が維持されるよ

うに適切に対応を行います。 

 
3-1-4 

 方法書 p8-3「環境影響評価の項目及びその選定

理由」について、高架構造の基礎工事のための掘

削により汚染された地下水が噴出し、河川に流出

することがないよう、工事に伴う有害物質の河川

等への影響についても環境影響評価の項目とし

て追加選定すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

3-1-5 

 方法書 p8-3「環境影響評価の項目及びその選定

理由」で、嵩上式道路の存在による日照阻害は環

境影響評価の項目になっているが、電波障害につ

いても環境影響評価の項目として追加選定すべ

きである。 

＜１通（１団体）＞ 

道路の存在に係る電波障害については、

国土交通省令及び愛知県環境影響評価指

針において一般的な道路事業の対象項目

となっていないことから、環境影響評価の

項目として選定していません。 

なお、電波障害については、事業実施段

階において、補償基準に則り適切に対応を

行います。 

3-1-6 

 方法書 p8-3「環境影響評価の項目及びその選定

理由」の温室効果ガス等について、工事の実施だ

けでなく、供用時の自動車走行によっても発生す

ることから、環境影響評価の項目として追加選定

すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

自動車の走行に係る温室効果ガス等に

ついては、国土交通省令及び愛知県環境影

響評価指針において一般的な道路事業の

対象項目となっていないことから、環境影

響評価の項目として選定していません。 

(2)予測の手法について ５件 

3-2-1 

 方法書 p8-4～8-6「環境影響評価の各項目に係

る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選

定理由」の大気質の予測の手法に、『プルーム式及

びパフ式を用いて、年平均値を予測します。』とあ

るが、3 次元流体モデルも存在しており、地形条

件、インターチェンジ、ジャンクションの構造な

どから、平坦地に理論化したプルーム式及びパフ

式が適用できるかどうかを検討すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

大気質の予測の手法については、国土交

通省令及び技術手法に基づき、現地状況等

を踏まえ、プルーム式及びパフ式を用いて

予測を行いました。 

（「第 11章第 1節 1.3 自動車の走行に係る

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質」に記載） 
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表 8-1(9) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

3-2-2 

 方法書 p8-8「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の建設機械の稼働による騒音の予測の手法

に、『特定建設作業に伴い発生する騒音の規制に

関する基準位置の敷地境界線を予測地点として

設定します。予測高さは、原則として地上 1.2m と

します。』とあるが、予測高さが地上 1.2m では不

十分である。 

 国道 22 号沿道は準工業地域であるが、その奥

は第 1 種住居地域で 2 階建てもあり、2 階窓高さ

での予測は必須である。また、両郷町交差点付近

のインターチェンジや一宮木曽川インターチェ

ンジのジャンクションなどは、複雑な構造で他路

線と交差するため、そうしたところでは高層階で

の予測を行うべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

建設機械の稼働に係る騒音の予測地点

は、技術手法に基づき、予測高さは、原則

として地上 1.2m に設定しました。 

(｢第 11 章第 2 節 2.1 建設機械の稼働に係

る騒音｣に記載) 

事業実施段階において、住居等の保全対

象の位置・高層等高さを踏まえ、影響が明

らかに大きくなる場合は、必要に応じて、

予測の実施や対応を行います。 

3-2-3 

 方法書 p8-8「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の建設機械の稼働による騒音の予測の手法

に、予測対象時期等は『建設機械の稼動による騒

音に係る環境影響が最大となる時期とします。』

とあるが、影響が最大となる時期だけでは不十分

である。 

 主要な騒音・振動発生源が敷地境界に近い時、

または最寄り住居側に近い時を追加すべきであ

る。騒音・振動は距離による減衰があるため、事

業地全体での騒音・振動発生量が最大の時が、敷

地境界での騒音・振動最大時にはならない例が多

いため、注意が必要である。 

＜１通（１団体）＞ 

建設機械の稼働に係る騒音の予測対象

時期は、技術手法に基づき、工事の区分ご

とに周辺住居等への環境影響が最も大き

くなると考えられる時期に設定しました。 

なお、工事の区分ごとに、工事内容や住

居等の保全対象の位置を踏まえ、適切に予

測を行いました。 

(｢第 11 章第 2 節 2.1 建設機械の稼働に係

る騒音｣｢第 11 章第 3 節 3.1 建設機械の稼

働に係る振動｣に記載) 

 

 

 

 

3-2-4 

 方法書 p8-10「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の自動車の走行による騒音の予測の手法に、

『予測地域において、道路構造、交通条件が変化

するごとに区間を区切り、各区間のうち住居等の

保全対象の位置を考慮して設定します。予測高さ

は、幹線道路近接空間及び背後地における住居等

の階層等高さを考慮して設定します。』とあるが、

各区間の位置ごとに、住居等の保全対象の位置、

階層等高さを考慮した予測地点を具体的に示す

べきである。これでは予測地点の過不足の判断が

できない。両郷町交差点付近のインターチェン

ジ、一宮木曽川インターチェンジのジャンクショ

ンについては、個別に測定位置、高さを設定し、

示すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

自動車の走行に係る騒音の予測に当た

っては、技術手法に基づき、適切に予測地

点・高さを設定し、準備書に記載しました。 

(｢第 11 章第 2 節 2.3 自動車の走行に係る

騒音｣に記載) 
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表 8-1(10) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

3-2-5 

 方法書 p8-19「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の景観の予測の手法に、主要な眺望点 3か所

（ツインアーチ 138、一宮市役所（14階展望ロビ

ー）、i-ビル）、主要な景観資源 5か所（大江川緑

道、多加木緑道、木曽川、木曽川堤・桜並木、138

タワーパーク）だけで予測・評価するとあるが、

人と自然の触れ合い活動の場であるウォーキン

グコースも利用状況を調査し、景観予測すべきで

ある。 

 市内の名所旧跡等を散策できる 31 のコースの

うち、北東部コースのように国道 22 号を歩道橋

で横断するところは、ウォーキングコースの快適

性を損なわないような検討が必要である。特にこ

の頭上に高架高速が建設され、薄暗い歩道橋を上

下からの騒音に悩まされて歩くことになる。こう

したことを景観予測の対象として理解できるよ

うにすべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

ウォーキングコースについては、調査に

より人と自然との触れ合いの活動の場の

利用の状況及び利用環境の状況を把握し

ました。 

また、事業実施区域と主要な触れ合い活

動の場の位置関係により、認識される近傍

の風景の変化が生じる位置・程度について

予測を行いました。 

(｢第 11章第11節 11.1道路(地表式又は掘

割式、嵩上式)の存在に係る人と自然との

触れ合いの活動の場｣に記載) 

 

 

 

(3)評価の手法について ６件 

3-3-1 

 方法書 p8-10「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の自動車の走行による騒音の評価の手法に、

『「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9

月 30 日環境庁告示第 64 号）との整合が図られて

いるかどうかを評価します。』とあるが、環境基準

値は、環境省が独自に定めた特例の「幹線交通を

担う道路に近接する空間」ではなく、ただし書き

の「道路に面する地域」の値を適用すべきである。 

 この特例の環境基準は、広島高裁判決（2010 年

5 月 20 日）の最高裁決定により「昼間屋外値が

LAeq 65dB を超える場合…受忍限度を超える聴取

妨害としての生活妨害の被害が発生していると

認められる」とし、損害賠償を認容し、損害賠償

に関する騒音の基準は完全に確定した。判決で確

定した受忍限度を5dB上回るような特例の環境基

準は廃止すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

自動車の走行に係る騒音については、国

土交通省令及び技術手法に基づき、環境基

準と調査及び予測の結果との間に整合性

が図られているかどうかを評価しました。 

なお、名岐道路は幹線交通を担う道路に

該当することから、「幹線交通を担う道路

に近接する空間とその背後地」の値を用い

て評価しました。 

(｢第 11 章第 2 節 2.3 自動車の走行に係る

騒音｣に記載) 
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表 8-1(11) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

3-3-2 

 方法書 p8-10「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の自動車の走行による騒音の評価の手法に、

『「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9

月 30 日環境庁告示第 64 号）との整合が図られて

いるかどうかを評価します。』とあるが、学校等に

ついては「学校環境衛生基準」（平成 21年 3 月 31

日文部科学省告示第 60 号）でも評価すべきであ

る。 

＜２通（２団体）＞ 

自動車の走行に係る騒音については、国

土交通省令及び技術手法に基づき、環境基

準と調査及び予測の結果との間に整合性

が図られているかどうかを評価しました。 

(｢第 11 章第 2 節 2.3 自動車の走行に係る

騒音｣に記載) 

学校環境衛生基準によると、窓を開けて

いる時の教室内の等価騒音レベルは、55dB

以下が望ましいとされています。また、平

成 10 年中央環境審議会答申「騒音の評価

手法等の在り方について」によると、通常

の建物において窓を開けた場合の平均的

な内外の騒音レベル差（防音効果）は 10dB

程度とされています。以上のことから、校

舎の外側において環境基準の 65dB 以下で

あれば、教室内に適用される学校環境衛生

基準を下回ると考えています。 

3-3-3 

 方法書 p8-13「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の自動車の走行による振動の評価の手法に、

『「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 11 月 10 日

総理府令第 58 号）に基づく道路交通振動の限度

との整合が図られるかどうかを評価します。』と

あるが、「振動規制法」（昭和 51 年 6月 10 日法律

第 64 号）に規定された要請限度は、『道路の周辺

の生活環境が著しく損なわれている』とされた値

である。環境基準、規制基準がないため、要請限

度で評価するという姿勢は間違いである。少なく

とも、「振動の感覚閾値」とすべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

自動車の走行に係る振動については、国

土交通省令及び技術手法に基づき、振動規

制法施行規則による道路交通振動の限度

と調査及び予測の結果との間に整合性が

図られているかどうかを評価しました。 

(｢第 11 章第 3 節 3.3 自動車の走行に係る

振動｣に記載) 

 

3-3-4 

 方法書 p8-14「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の自動車の走行による低周波音の評価の手法

に、『基準又は目標との整合性の検討による評価』

がない。予測の基本的な手法には、『「技術手法」

（国総研資料第 714 号 5.1）に記載の既存調査結

果より導かれた予測式を用いて低周波音圧レベ

ルを予測します。』とあり、定量的な予測値が出せ

るのに、その数値の評価をしないのは意味がな

い。現に「技術手法」では、『基準又は目標は示さ

れていない』としているが、そのあとすぐ『参考

となる指標としては以下のものが考えられる。』

と①～③を示し解説している。環境省は「低周波

音問題対応の手引書」で G 特性音圧レベル LG=92

（dB）と、1/3 オクターブバンド中心周波数ごと

のに、2 種類（物的苦情、心身に係る苦情）の参

照値を示している。これらの評価指針を用いて評

価すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

自動車の走行に係る低周波音について

は、技術手法に基づき、回避又は低減に係

る評価を行いました。 

また、予測結果として、参考となる値（環

境庁（現：環境省）の一般環境中の低周波

音の測定結果（一般環境中に存在する低周

波音圧レベル：L50）及び ISO7196 に規定さ

れた G 特性音圧レベル（LG5））との比較を

行いました。 

(「第 11 章第 4節 4.1 自動車の走行に係る

低周波音」に記載) 
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表 8-1(12) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

3-3-5 

 方法書 p8-14「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の工事の実施による水の濁りの評価の手法

に、『基準又は目標との整合性の検討による評価』

がない。本来は水質環境基準に影響を与えるかど

うかの検討をすべきである。国は工事をする場合

の自主的基準は設けていないのか。 

＜１通（１団体）＞ 

工事の実施に係る水の濁りについては、

技術手法に基づき、回避又は低減に係る評

価を行いました。 

(｢第 11 章第 5 節 5.1 切土工等又は既存の

工作物の除去、工事施工ヤードの設置及び

工事用道路等の設置に係る水の濁り｣に記

載) 

なお、工事排水の処理方法等について

は、事業実施段階において、周辺の公共用

水域における水質基準が維持されるよう

に適切に対応してまいります。 

3-3-6 

 方法書 p8-15「環境影響評価の各項目に係る調

査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理

由」の道路（嵩上式）の存在による日照阻害の評

価の手法に、『基準又は目標との整合性の検討に

よる評価』がない。環境影響評価の他事例のほと

んどは、不十分とは言え、建築基準法に基づく日

影規制、それに基づく補償基準を示している。日

照阻害の補償基準を追加すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

道路の存在に係る日照阻害については、

技術手法に基づき、回避又は低減に係る評

価を行いました。 

また、予測結果として、参考となる値

（「公共施設の設置に起因する日陰により

生ずる損害等に係る費用負担について」

（昭和 51 年建設省計用発第 4号））との比

較を行いました。 

(｢第 11 章第 6 節 6.1 道路(嵩上式)の存在

に係る日照阻害｣に記載) 

4.その他 

(1)計画段階配慮書について ３件 

4-1-1 

 配慮書に対して 2020 年 5 月 1 日に国へ提出し

た下記の意見に対し、都市計画決定権者（愛知県）

としての見解や判断を追加すべきである。特に、

騒音や大気予測の基本となる走行速度について

は、明確な根拠が必要である。 

 

 配慮書 p9「複数案の設定に当たっての考え

方」の案②部分立体案は、高架部分往復 4車

線、平面流出部分往復 4車線で、結果として

8 車線となっている。また、交通安全上、平

面流入部分の延長は部分立体部分の延長よ

り更に長くなると思われる。どの程度の距離

を考えているのかを記載すべきである。 

 配慮書 p28「計画段階配慮事項に関する調査・

予測・評価の結果」の大気質の評価について、

3 つの案とも『集落・市街地を通過し、道路

の整備に伴い、交通量が増加すると考えられ

ることから、影響を与える可能性はあります

が』とあり、交通量増加で大気質が悪化する

ことを『可能性』とあいまいながら認めてい

る。その中でも、影響が少ないのは案①専用

部整備案だと強要してまとめているが、大気

質の悪化は認めざるを得なかった。 

御意見の内容は確認しており、方法書作

成にあたり参考とさせていただいており

ます。 

大気質や騒音の予測に用いる走行速度

については、対象道路（名岐道路）につい

ては設計速度、対象道路以外の既存道路に

ついては法定速度もしくは規制速度を設

定しました。 

(｢第 11 章第 1 節 1.3 自動車の走行に係る

二酸化窒素及び浮遊粒子状物質｣｢第 11 章

第 2 節 2.3 自動車の走行に係る騒音｣に記

載) 
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表 8-1(13) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

4-1-1 

 配慮書 p28「計画段階配慮事項に関する調査・

予測・評価の結果」の騒音の評価について、

3 つの案とも『供用時の交通量及び走行速度

によっては、騒音に影響を与える可能性があ

る』とあると明記して。現況より悪化するこ

とを認めている。しかし、結論はそれを隠し

て、3 つの案での比較で同程度としている。

高速道路の場合が走行速度は特段に多くな

り、騒音が大きくなることは自明の理であ

り、その常識的な判断を隠した結論である。 

 配慮書 p28「計画段階配慮事項に関する調査・

予測・評価の結果」の景観の評価について、

『いずれの案も影響の程度は、同程度』とあ

るが、案①専用部整備案及び案②部分立体案

は上空方向に構造物が連続的又は部分的に

構築されるため、大きな差があり、評価を修

正する必要がある。 

 2019 年 9 月に国が実施した名岐道路の計画

に関するアンケート「地域の交通課題を解決

するための対策案の比較」の案①高速道路整

備案に、国道 22 号（一宮～一宮木曽川）の

旅行速度が 80km/h になるとあるが、これは

計画の設計速度であり、実際の走行速度はこ

れ以上であることは常識となっている。窒素

酸化物の排出係数は、「道路環境影響評価の

技術手法」（平成 24 年度版）の『予測に用い

る走行速度は…法定速度、又は規制速度を予

め設定できる場合にはその速度を基本とす

る。ただし、この場合、沿道環境の保全の観

点から適切な値を用いることができる。』と

され、解説で『自動車専用道路の場合、沿道

環境の保全の観点から、必要に応じ法定速度

（又は規制速度）よりも 10km/h 程度高めの

走行速度とすることができる。』とされてい

る。実際の走行状態から 10km/h 高めの走行

速度 90km/h の値を適用すべきである。 

 2019 年 9 月に国が実施した名岐道路の計画

に関するアンケート「地域の交通課題を解決

するための対策案の比較」の案②国道 22 号

部分立体案に、国道 22 号（一宮～一宮木曽

川）の旅行速度が 41km/h になると示し、こ

の 41km/h は部分立体区間を 60km/h、その他

区間を H27 道路交通センサス（全国道路・街

路交通情報調査）における非混雑時の速度よ

り算出とあるが、非混雑時の速度及びその他

区間の延長が示されていない。算出根拠を記

載すべきである。 

＜１通（１団体）＞ 

（都市計画決定権者の見解は、p8-12 に示

しています。） 
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表 8-1(14) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

4-1-2 

 配慮書という事業内容を検討する最初の重要

な段階における、下記の国の行った手続き等に対

し、都市計画決定権者（愛知県）としての見解を

示して頂きたい。 

 

 配慮書の手続き段階では、意見書の受付が行

われなかった。これは環境影響評価法に定め

られた『意見を求めるように努めなければな

らない』を無視している。配慮書制度が出来

てからの愛知県内の環境影響評価事業で配

慮書に対する住民意見を求めなかった案件

はあるのか。 
 配慮書は新型コロナウイルス感染症への対

応として、ウェブサイト上での公表とされた

が、密集、密閉、密着するような事態も起き

ないのに関わらず、配慮書の窓口閲覧や貸出

は行われなかった。 
 2019 年 9 月に国が実施した名岐道路の計画

に関するアンケートにおける自由意見に対

しての事業予定者の見解（方法書 p7-2「計画

段階環境配慮書の案又は計画段階環境配慮

書についての意見と見解（一般住民（企業団

体含む）からの主な意見と事業予定者の見

解）」）では、計 371 件の住民からの意見を 1

～2 行の 20 項目にまとめ、その理由は削除

している。また、それに対する見解は同一文

で見解とは言えない。都市計画決定権者の知

事として、ひとつひとつの意見に誠実な見解

を示すべきである。 

 2019 年 9 月に国が実施した名岐道路の計画

に関するアンケート等を用いた地域の意見

聴取の結果（方法書 p3-10「第 2回中部地方

小委員会資料（国土交通省中部地方整備局） 

地域の意見聴取の結果」）では、政策目標は妥

当であると確認したとあるが、低い回収率の

なかで、「そう思う」という積極回答が約 3～

4 割しかなかったことを直視すべきである。

また、アンケートの自由意見の内容をまとめ

すぎである。これでは配慮書案に賛成意見だ

けだったと誤解を受ける。配慮書に対して

2020 年 5 月 1日に国へ提出した 17 項目の意

見は、どのように扱われているのか。 

＜２通（２団体）＞ 

配慮書手続きについては、国において、

法令等に基づき適切に実施されているも

のと考えております。 
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表 8-1(15) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

4-1-3 

 配慮書には、予算の限られている中、愛知県内

の道路のうち、なぜ、この時期に、この名岐道路

を選んだかの説明を明記すべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

名岐道路の整備の必要性等については、

配慮書の第 2章に記載されています。 

なお、名岐道路は、2019 年 3 月に定めた

尾張都市計画区域マスタープランにおい

て、都市づくりの目標である「リニア新時

代に向けた地域特性を最大限活かした対

流の促進」や「力強い愛知を支えるさらな

る産業集積の推進」の実現のため、「概ね

2030 年までに整備を予定する主要な施設」

として位置づけをしています。そして 2020

年度に、国土交通省による計画段階評価手

続きが完了したことを受け、都市計画決定

権者である本県が本手続きを開始しまし

た。 

(2)愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門部会について ２件 

4-2-1 

 愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門

部会（第 1回）の配付資料 2 p15～17「周辺地域

特性」において、 

 振動の「要請限度」を「環境基準」と誤った

記載をしている。 

 騒音データが出典元と異なる数値を記載し

ている。 

 騒音は、国道 22 号（丹陽町伝法寺）で夜間に

71dB と要請限度 70dB を超えている。騒音規

制法に基づく一宮市長の要請はされたのか。 

 水底の底質、地下水質の調査地点が記載され

ていない。 

 地下水質及び水底の底質の調査が、1地点で、

1回/年しかデータが記載されていない。10年

間ほどを対象とするべきである。 

 ダイオキシン類土壌調査の出典元が記載さ

れていない。 

 

 第 1 回専門部会資料 3 p2「方法書について (1)

方法書とは」で、準備書には「準備書に対する知

事、市町村長、地域住民の方々からの意見を聴取」

とあるが、方法書にはその記載がない。 

 これらの誤記等について、専門部会で再説明す

べきである。 

＜１通（１団体）＞ 

第 1回専門部会の配布資料 2において、 

「振動の環境基準」は、ご指摘のとおり

「要請限度」の誤りです。方法書 p4-1-22

では正確に記載しております。 

 騒音のデータは、出典元である「2019

年度交通騒音・振動調査結果について

（愛知県ホームページ）」と同じ数値

を記載しており、誤りはありません。 

 一宮市長の要請については、本環境影

響評価には関連しない事項であると

考えます。 

 地下水水質及び水底の底質について

は、専門部会資料では簡略化のため文

章のみによる表記としており、方法書

ではp4-1-28,29に記載しております。 

 ダイオキシン類のデータの出典元は

平成 27,28 年度の「ダイオキシン類に

係る環境調査結果について（愛知県ホ

ームページ）」です。方法書 p4-1-30 で

は正確に記載しております。 

 

第 1 回専門部会の配布資料 3において、

方法書に対する意見聴取等については簡

略化のため記載を省略しています。 
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表 8-1(16) 方法書について意見を有する者の意見の概要及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

番号 意見の概要 都市計画決定権者の見解 

4-2-2 

 別途縦覧されている都市計画の案を作成する

ための基本方針（案）のリーフレットの「都市計

画手続き 及び 環境影響評価手続きの流れ」で

は、「都市計画原案の作成時 公聴会等の開催」を

行うことになっているが、愛知県都市計画審議会

環境影響評価調査専門部会（第 1 回）配布資料 2

では、公聴会の開催が記載されていない。また、

基本方針案は閲覧・説明会だけで、住民の意見を

聞かないことになっている。配布資料と異なる流

れにしたのなら、その理由をきちんと専門部会に

も、住民にも説明すべきである。高速道路 7.5km

の新設という 2000 億円近い事業であるため、公

聴会を開催するのは当然である。 

＜１通（１団体）＞ 

愛知県都市計画審議会環境影響評価調

査専門部会（第 1 回）資料 2「名岐道路の

概要及び専門部会の進め方」資料中、専門

部会の進め方のフローチャートでは、都市

計画法第 16 条に規定された公聴会の開催

等住民の意見を反映させるための必要な

措置については、「基本方針の閲覧・説明会

等」又は「説明会等」として省略して表記

しています。続く、専門部会（第 2回）で

は、基本方針（案）の「都市計画手続き及

び環境影響評価手続きの流れ」の詳細フロ

ーチャートでは、「意見書の提出」や「公聴

会の開催」を明記し、専門部会での説明と

住民の方々への周知を行いました。 

(3)手続きについて ２件 

4-3-1 

 他の道路では、配慮書段階で国は方法書の 1km

幅の外側の 3km 幅で説明しただけで、肝心の県の

方法書の 1km 幅住民は配慮書に関われなかった。

このように事業者が突然変わると、根本的な問題

まで勝手に変更されてしまう。こうした無責任な

ことが起こらないよう、環境影響評価手続きは国

土交通省が最後まで責任を持って実施すべきで

ある。 

 配慮書 p2「第一種事業の経緯」にある『名古屋

高速道路公社が事業主体となる』ことは事業採算

性の点から反対の声が多くあり、公社の運営会議

でも承認されていない。こうしたことを前提に、

都市計画決定権者の愛知県が方法書手続きを実

施するのはおかしく、国土交通省が最後まで環境

影響評価手続きを進めるべきである。 

＜２通（２団体）＞ 

環境影響評価法第 38 条の 6 第 1 項に基

づき、都市計画決定権者である愛知県が方

法書以降の手続きを引き継いでいます。 

なお、事業者は未定ですが、同法第 46条

第 1項に基づき、事業予定者である国土交

通省には資料の提供等の協力依頼してお

り、本手続きにおける国土交通省との連携

体制を構築しています。 

 

4-3-2 

 別途縦覧されている環境影響評価方法書のあ

らましのリーフレットの「環境影響評価の項目・

手法の決定までの流れ」では、『地域住民の方々の

意見』と表現しているが、地域住民に限定した意

見書受付というのは間違いであるため、訂正が必

要である。 

＜１通（１団体）＞ 

環境影響評価方法書のあらましのリー

フレット「環境影響評価の項目・手法の決

定までの流れ」において、「地域住民の方々

の意見」と読みやすさ、わかりやすさの工

夫のため簡略化して表記しておりますが、

その右下において、「方法書について、環境

保全の見地から意見がある人は、意見書を

提出することができます。」と法で定めら

れた要件等を正しく表記しております。 
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第9章 方法書についての知事意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

「環境影響評価法」（平成 9年法律第 81 号）第 40 条第 2項の規定により読み替えて適用される

同法第 10 条第 1 項に基づく環境保全の見地からの愛知県知事意見とそれに対する見解は、表 

9-1(1)～(3)に示すとおりです。 

 

表 9-1(1) 方法書についての愛知県知事意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

愛知県知事意見 都市計画決定権者の見解 

1.全般的事項 

(1)事業計画及び工事計画の具体化に当たって

は、環境の保全に関する最新の知見を考慮し、最

善の利用可能技術を導入するなど、より一層の環

境影響の低減について検討すること。 

事業計画及び工事計画の具体化に当たっては、

環境の保全に関する最新の知見を考慮し、必要に

応じて、利用可能技術を導入するなど、環境影響

の低減について検討を行いました。 

(｢第 3 章第 3 節 3.3 環境保全への配慮事項｣及び

｢第 11 章環境影響評価の結果｣に記載) 

(2)事業計画及び工事計画の詳細が明らかになっ

ていないことから、具体化した計画の内容及びそ

の検討の経緯を準備書に記載すること。 

具体化した事業計画及び工事計画の内容並び

にその検討の経緯については、準備書に記載しま

した。 

(｢第3章第2節都市計画対象道路の内容｣及び｢第

3章第 3節その他の都市計画対象道路に関する事

項｣に記載) 

(3)環境影響評価の各項目の調査地点及び予測地

点が示されていないことから、これらの地点につ

いて、今後、具体化される事業計画、工事計画等

を踏まえ、妥当性を十分に検討した上で適切に設

定するとともに、その設定理由を準備書にわかり

やすく記載すること。 

調査地点及び予測地点については、具体化した

事業計画及び工事計画並びに対象道路の道路構

造、住居等保全対象の立地状況等を踏まえ、妥当

性を十分に検討した上で適切に設定するととも

に、準備書にわかりやすく記載しました。 

(｢第 11 章環境影響評価の結果｣に記載) 

(4)環境影響評価の実施中に環境への影響に関し

新たな事実が生じた場合等においては、必要に応

じて、選定された項目及び手法を見直し、調査、

予測及び評価を行うこと。 

現段階で、選定した項目及び手法の見直しが必

要となる環境への影響に関する新たな事実は生

じていません。 

今後、環境影響評価の実施中に新たな事実が生

じた場合等においては、環境影響評価法第 21 条

に基づき、環境影響評価の項目及び手法を見直

し、適切に調査、予測及び評価を行います。 

(5)本事業と同様の構造である既設の高架・平面

併設道路の工事時の渋滞や騒音等の状況の把握

に努め、得られた情報等を踏まえ、工事計画を検

討すること。 

事業特性及び地域特性を踏まえて工事計画を

検討し、準備書に記載しました。 

(｢第3章第2節都市計画対象道路の内容｣に記載) 

事業実施段階における詳細な工事計画の検討

にあたっては、本事業と類似する先行事例等を参

考に環境の保全について適正な配慮を行います。 
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表 9-1(2) 方法書についての愛知県知事意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

愛知県知事意見 都市計画決定権者の見解 

2.大気質、騒音 

(1)本事業は、国道 22 号上に嵩上式（高架構造）

の道路を整備するとともに、インターチェンジ及

びジャンクションを設置する計画であり、対象事

業実施区域（以下、「事業実施区域」という。）内

に住宅等が存在することから、大気質及び騒音

（以下「大気質等」という。）による生活環境へ

の影響が懸念される。 

このため、嵩上式（高架構造）の道路及び平面部

の国道 22 号等を走行する自動車による大気質等

の複合影響並びにインターチェンジ部及びジャ

ンクション部を走行する自動車による大気質等

の影響について、適切に調査、予測及び評価を行

い、その結果を踏まえ適切な環境保全措置を検討

し、環境影響を回避、低減すること。 

また、予測に用いる計画交通量の推計方法や、

推計に用いた前提条件を準備書に具体的に記載

すること。 

対象道路（嵩上式）及び国道 22 号等（地表式）

を走行する自動車による大気質等の複合影響並

びにインターチェンジ部及びジャンクション部

を走行する自動車による大気質等の影響につい

て、事業特性及び地域特性を勘案し、適切に調査

及び予測を行った上で、必要に応じた環境保全措

置を検討し、評価を行いました。 

(｢第 11 章環境影響評価の結果｣に記載) 

また、予測に用いる計画交通量の推計方法や、

推計に用いた前提条件を準備書に記載しました。 

(｢第 3 章第 2 節 2.9 都市計画対象道路事業に係

る道路の計画交通量｣に記載) 

 

 

 

(2)建設機械の稼働に係る大気質等の影響につい

て、適切に調査、予測及び評価を行い、その結果

を踏まえ適切な環境保全措置を検討し、環境影響

を回避、低減すること。 

建設機械の稼働に係る大気質等の影響につい

て、事業特性及び地域特性を勘案し、適切に調査

及び予測を行った上で、必要に応じた環境保全措

置を検討し、評価を行いました。 

(｢第 11 章第 1 節 1.1 建設機械の稼働に係る二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質｣｢第 11 章第 1 節 1.4

建設機械の稼働に係る粉じん等｣｢第 11 章第 2 節

2.1 建設機械の稼働に係る騒音｣｢第 11 章第 3 節

3.1 建設機械の稼働に係る振動｣に記載) 

3.水質 

工事計画が明らかになっておらず、事業実施区

域及びその周辺には河川等が存在していること

から、濁水の流出による影響が懸念される。 

このため、工事の実施に係る水の濁りの影響に

ついて、適切に調査、予測及び評価を行い、その

結果を踏まえ適切な環境保全措置を検討し、環境

影響を回避、低減すること。 

工事の実施に係る水の濁りの影響について、事

業特性及び地域特性を勘案し、適切に調査、予測

及び評価を行いました。なお、水質の影響は極め

て小さいと予測されたことから、環境保全措置の

検討は行わないこととしました。また、環境保全

への配慮事項として、「水の濁りに配慮した施工」

により、水の濁りの発生を抑える計画としていま

す。 

(｢第 3 章第 3 節 3.3 環境保全への配慮事項｣及び

｢第 11 章第 5 節 5.1 切土工等又は既存の工作物

の除去、工事施工ヤードの設置及び工事用道路等

の設置に係る水の濁り｣に記載) 
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表 9-1(3) 方法書についての愛知県知事意見及びそれに対する都市計画決定権者の見解 

愛知県知事意見 都市計画決定権者の見解 

4.動物 

(1)事業実施区域及びその周辺には日光川や水田

が存在しており、サギ類、シギ・チドリ類等の鳥

類の生息が想定されることから、道路（嵩上式）

の存在による鳥類への影響が懸念される。 

このため、事業実施区域及びその周辺のサギ

類、シギ・チドリ類等の鳥類の生息時期を踏まえ

て調査期間を設定するとともに、国道 22 号を越

えて飛翔する鳥類の状況を把握できるように日

光川及び水田の付近等に調査地点を設定した上

で、鳥類への影響について適切に調査、予測及び

評価を行い、その結果を踏まえ適切な環境保全措

置を検討し、環境影響を回避、低減すること。 

鳥類の調査にあたっては、事業実施区域及びそ

の周辺において生息が考えられる鳥類の生態的

特性を踏まえ、調査時期を適切に設定するととも

に、国道 22 号を越えて飛翔する鳥類の状況を把

握できるように鳥類の生息環境（日光川及び水田

の付近等）の分布状況を踏まえ、適切に調査地点

を設定しました。 

また、事業実施区域周辺で確認された重要な鳥

類は、対象道路を横断する可能性が考えられます

が、対象道路の路面高及び幅員が周辺の建物、集

落及び商業施設等のまとまりと比較して突出し

た高さ及び幅員ではないことから、移動空間は確

保されるものと予測されます。 

(｢第 11 章第 7節動物｣に記載) 

(2)現地調査において、重要な種が確認された場

合には、必要に応じて専門家等の指導・助言を得

ながら、適切な環境保全措置を検討すること。 

現地調査において確認された重要な種につい

ては、専門家等の指導、助言を得ながら、適切に

調査、予測及び評価を行いました。なお、動物に

関する影響はない又は極めて小さいと予測され

たことから、環境保全措置の検討は行わないこと

としました。 

(｢第 11 章第 7節動物｣に記載) 

5.その他 

準備書の作成に当たっては、住民等の意見を十

分に検討するとともに、わかりやすい図書となる

よう努めること。 

準備書の作成にあたっては、方法書に対する住

民等の意見を検討し、環境影響評価を実施しまし

た。また、準備書については、要約書のほか、あ

らましを作成するなど、可能な限りわかりやすい

記述となるよう努めました。 

 

 

 



10-1 

第10章 都市計画対象道路事業に係る環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価

の手法 

第1節  専門家等による技術的助言 

環境影響評価項目、調査、予測及び評価の手法の選定にあたり、必要に応じて専門家等による技

術的助言を受けました。 

専門家等の専門分野及び技術的助言の内容については、表 10-1 に示すとおりです。 

 

表 10-1 専門家等の専門分野及び技術的助言の内容 

項目 専門分野 技術的助言の内容 

大気質 

環境地理学 

（地球温暖化、 

生物多様性、 

大気汚染） 

・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

・大気質（二酸化窒素、浮遊粒子状物質等）の調査について、風下

の地点における四季ごと 1週間連続調査を行うこと。 

・光化学オキシダント濃度は、夏季に高くなる傾向があることから、

その原因物質である二酸化窒素を含む窒素酸化物については、季節

別に調査結果をとりまとめること。 

・温室効果ガスを評価項目に入れるよう検討すべき。 

騒音 

振動 

低周波音 

環境計画 

社会音響学 

建築音響学 

・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

・国道 22 号の道路交通騒音の調査とあわせて交通量、走行速度を把

握すること。 

・低周波音を現地で調査する場合、風による影響に留意し、適切に

測定を行うこと。 

地下水質 
地質学 

岩石鉱物学 
・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

動物（鳥類） 

生態系 

動物 

（動物生態学・ 

鳥類） 

・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

・環境保全措置の検討を行う必要があると判断した場合、最新の知

見・技術を参考として、適切に検討を行うこと。 

動物（魚類） 

生態系 

動物 

（動物生態学・ 

魚類） 

・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

動物 

（底生動物） 

生態系 

動物（貝類） ・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

植物 

生態系 
植物分類学 ・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 

景観 

人と自然との

触れ合いの 

活動の場 

建築学 

建築史･意匠 
・方法書案の項目並びに調査、予測及び評価の手法について異論なし。 
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第2節 環境影響評価の項目 

本事業に係る環境影響評価の項目について、「道路事業に係る環境影響評価の項目並びに当該項

目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環境の保全のため

の措置に関する指針等を定める省令」（平成 10 年 6 月 12 日建設省令第 10 号）、「道路が都市施設

として都市計画に定められる場合における当該都市施設に係る道路事業に係る環境影響評価の項

目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的に行うための手法を選定するための指針、環

境の保全のための措置に関する指針等を定める省令」（平成 10 年 6 月 12 日建設省令第 19 号）（以

下、「国土交通省令」といいます。）に基づきつつ、「国土技術政策総合研究所資料第 714 号 土木

研究所資料第 4254 号 道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平成 25 年 3 月 国土交

通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人土木研究所）及び「国土技術政策総合研究所資料第

1124 号 道路環境影響評価の技術手法 4. 騒音 4.1 自動車の走行に係る騒音（令和 2年度版）」

（令和 2年 3月 国土交通省国土技術政策総合研究所）（以下、「技術手法」といいます。）を参考の

うえ、「環境影響評価指針」（平成 11 年 5 月 28 日、愛知県告示 445 号）を勘案し、配慮書での検討

結果、事業特性及び地域特性（並びに専門家等による技術的助言）を踏まえて選定しました。 

本事業に係る環境影響評価の項目及びその選定理由は、表 10-2 に示すとおりです。 

環境影響評価を行う項目は、大気質、騒音、振動、低周波音、水質、日照阻害、動物、植物、生

態系、景観、人と自然との触れ合いの活動の場、地域の歴史的文化的特性を生かした環境の状況、

廃棄物等、温室効果ガス等に係る項目としました。 

 

 

第3節 環境影響評価の調査、予測及び評価の手法 

前節において選定した環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法

の選定理由は、表 10-3 (1)～(19)に示すとおりです。 
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表 10-2 環境影響評価の項目及びその選定理由 

影響要因の区分 

 

 

 

 

 

 

 

環境要素の区分 

工事の実施 
土地又は工作物の

存在及び供用 

事業特性・地域特性を踏まえた項目選定の理由 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
及
び
機
械
の
運
搬 

に
用
い
る
車
両
の
運
行 

切
土
工
等
又
は
既
存
の 

工
作
物
の
除
去 

工
事
施
工
ヤ
ー
ド
の
設
置 

工
事
用
道
路
等
の
設
置 

道
路
（
地
表
式
又
は 

掘
割
式
）
の
存
在 

道
路
（
嵩
上
式
）
の
存
在 

自
動
車
の
走
行 

環境の自然的構成
要素の良好な状態
の保持を旨として
調査、予測及び評
価されるべき環境
要素 

大気環境 大気質 二酸化窒素 
浮遊粒子状物質 ● ●    

 

 ○ 

事業実施区域及びその周辺には、住居等が存在するため、工事の実施（建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に用いる車両の運
行）及び土地又は工作物の存在及び供用（自動車の走行）に係る二酸化窒素及び浮遊粒子状物質による影響が考えられることか
ら、環境影響評価の項目として選定します。また、計画段階環境配慮書では、文献調査に基づく検討であったため、更に詳細な
検討を行う必要があることから選定します。 

粉じん等 
○ ○    

 
  

事業実施区域及びその周辺には、住居等が存在するため、工事の実施（建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に用いる車両の運
行）に係る粉じん等による影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 

騒音 騒 音 

○ ○    

 

 ○ 

事業実施区域及びその周辺には住居等が存在するため、工事の実施（建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に用いる車両の運
行）及び土地又は工作物の存在及び供用（自動車の走行）に係る騒音による影響が考えられることから、環境影響評価の項目と
して選定します。また、計画段階環境配慮書では、文献調査に基づく検討であったため、更に詳細な検討を行う必要があること
から選定します。 

振動 振 動 
○ ○    

 
 ○ 

事業実施区域及びその周辺には、住居等が存在するため、工事の実施（建設機械の稼働、資材及び機械の運搬に用いる車両の運
行）及び土地又は工作物の存在及び供用（自動車の走行）に係る振動による影響が考えられることから、環境影響評価の項目と
して選定します。 

低周波音 低周波音 
     

 
 ● 

事業実施区域及びその周辺には、住居等が存在し、かつ対象道路は嵩上式（高架構造）で計画しているため、土地又は工作物の
存在及び供用（自動車の走行）に係る低周波音による影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 

水環境 水質 水の濁り 
  ● 

 
  

事業実施区域及びその周辺には、日光川及び野府川等の公共用水域が存在するため、工事の実施（切土工等又は既存の工作物の
除去、工事施工ヤードの設置、工事用道路等の設置）に係る水質（水の濁り）への影響が考えられることから、環境影響評価の
項目として選定します。 

土壌に係る
環境その他
の環境 

その他の 
環境要素 

日照阻害 
     

 
○  

事業実施区域及びその周辺には、住居等が存在し、かつ対象道路は嵩上式（高架構造）で計画しているため、土地又は工作物の
存在及び供用（道路（嵩上式）の存在）に係る日照阻害の影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 

生物の多様性の確
保及び自然環境の
体系的保全を旨と
して調査、予測及
び評価されるべき
環境要素 

動物 重要な種及び 
注目すべき生息地    ○ ○  

事業実施区域及びその周辺には、重要な種の生息環境が存在するため、工事の実施（工事施工ヤードの設置、工事用道路等の設
置）及び土地又は工作物の存在及び供用（道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在）に係る動物（重要な種）への影響が考え
られることから、環境影響評価の項目として選定します。また、計画段階環境配慮書では、文献調査に基づく検討であったため、
更に詳細な検討を行う必要があることから選定します。 

植物 重要な種及び群落 

   ○ ○  

事業実施区域及びその周辺には、重要な種の生育環境が存在するため、工事の実施（工事施工ヤードの設置、工事用道路等の設
置）及び土地又は工作物の存在及び供用（道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在）に係る植物（重要な種）への影響が考え
られることから、環境影響評価の項目として選定します。また、計画段階環境配慮書では、文献調査に基づく検討であったため、
更に詳細な検討を行う必要があることから選定します。 

生態系 地域を特徴づける 
生態系    ○ ○  

事業実施区域及びその周辺には、地域を特徴づける生態系を構成する動物・植物の生息・生育基盤が存在するため、工事の実施
（工事施工ヤードの設置、工事用道路等の設置）及び土地又は工作物の存在及び供用（道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存
在）に係る生態系（地域を特徴づける生態系）への影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。また、
計画段階環境配慮書では、文献調査に基づく検討であったため、更に詳細な検討を行う必要があることから選定します。 

人と自然との豊か
な触れ合いの確保
を旨として調査、
予測及び評価され
るべき環境要素 

景観 主要な眺望点及び
景観資源並びに 
主要な眺望景観 

     ○  
事業実施区域及びその周辺には、主要な眺望点及び景観資源が存在するため、土地又は工作物の存在及び供用（道路（地表式又
は掘割式、嵩上式）の存在）に係る主要な眺望景観への影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 
また、計画段階環境配慮書では、文献調査に基づく検討であったため、更に詳細な検討を行う必要があることから選定します。 

人と自然との触れ合い
の活動の場 

主要な人と自然と
の触れ合いの活動
の場 

     ○  
事業実施区域及びその周辺には、主要な人と自然との触れ合いの活動の場が存在するため、土地又は工作物の存在及び供用（道
路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在）に係る主要な人と自然との触れ合いの活動の場への影響が考えられることから、環境
影響評価の項目として選定します。 

地域の歴史的文化的特性を生かした環境の
状況  ■    ■  

事業実施区域及びその周辺には、文化財保護条例等に基づく文化財等が存在するため、工事の実施（資材及び機械の運搬に用い
る車両の運行）及び土地又は工作物の存在及び供用（道路（地表式又は掘割式、嵩上式）の存在）に係る地域の歴史的文化的特
性を生かした環境の状況（文化財等）への影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 

環境への負荷の量
の程度により予測
及び評価されるべ
き環境要素 

廃棄物等 建設工事に伴う 
副産物 

  ○   
 

  
工事の実施に伴い発生する建設副産物を事業実施区域外へ搬出することを想定しているため、工事の実施（切土工等又は既存の
工作物の除去）に係る廃棄物等の影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 

温室効果ガス等 温室効果ガス等 
■    

 
  

工事の実施に伴い温室効果ガス等が発生するため、工事の実施（建設機械の稼働等、資材及び機械の運搬に用いる車両の運行）
に係る温室効果ガス等の影響が考えられることから、環境影響評価の項目として選定します。 

注1）表中の“○”印は国土交通省令に示されている参考項目、“●”印は国土交通省令に示されている参考項目以外の項目、“ 太枠 ”印は計画段階環境配慮書で選定された計画段階環境配慮事項に準ずる項目を示す。 
注2）“■”印は国土交通省令に示されている参考項目以外の項目のうち、愛知県環境影響評価指針に示されている項目を示す。 
注3）この表において各用語の定義は、以下に示すとおりである。 

切土工等：切土をする工事その他の相当量の建設発生土又は汚泥を発生させる工事をいう。 
工事施工ヤード：工事中の作業に必要な区域として設置される区域をいう。 
粉じん等：粉じん、ばいじん及び自動車の運行又は建設機械の稼働に伴い発生する粒子状物質をいう。 
注目すべき生息地：学術上若しくは希少性の観点から重要である生息地又は地域の象徴であること、その他の理由により注目すべき生息地をいう。 
主要な眺望点：不特定かつ多数の者が利用している景観資源を眺望する場所をいう。 
主要な眺望景観：主要な眺望点から景観資源を眺望する場合の眺望される景観をいう。 
主要な人と自然との触れ合いの活動の場：不特定かつ多数の者が利用している人と自然との触れ合いの活動の場をいう。 
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表 10-3(1) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

大気質 二酸化窒素 
 
浮遊粒子状
物質 

工事の実施
（建設機械
の稼働） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

建設機械の稼働に伴
う二酸化窒素、浮遊
粒子状物質の影響が
考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 

2.大気質（二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質）の状況 

事業実施区域及びその周囲

の大気汚染常時監視測定局は

一般局が 2 局あり、大気質に

ついて測定されています。 
二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質の測定結果は、2局とも過

去 5 年間において環境基準を

達成しています。 

 

3.気象の状況 

事業実施区域及びその周囲

の近くには名古屋地方気象台

及び岐阜地方気象台が存在し

ます。 

名古屋地方気象台では、気

温、降水量、風向、風速、日射

量、雲量等を、岐阜地方気象台

では気温、降水量、風向、風速、

日射量等を測定しています。 

1.調査すべき情報 
1）大気質の状況（二酸化窒素、窒素酸化物及び浮遊

粒子状物質の濃度） 
2）気象の状況（風向、風速及び日射量） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）大気質の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常

時監視測定局の測定結果を収集・整理することによ
り行います。 
現地調査は、下記に示す測定方法により行います。 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年
7月 11 日 環境庁告示第 38 号）に規定される測定
方法 

・「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年
5 月 8 日環境庁告示第 25 号）に規定される測定方
法 

2）気象の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常

時監視測定局及び気象官署等の観測結果を収集・整
理することにより行います。 
現地調査は、気象の状況については、下記に示す指

針に準拠して行います。 
・「地上気象観測指針」（2002 年 気象庁）等による
観測方法 

 
3.調査地域 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響範囲内におい

て住居等が存在する、あるいは住居等の将来の立地が見
込まれる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域の中で二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の濃度の変化があると考えられ
る箇所ごとに設定します。また調査地域を代表する気象
の状況が得られる箇所に設定します。 
 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、春夏秋冬ごとのそれぞれ 1

週間の連続測定を基本とします。 
 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 2.5）

に記載のプルーム式及びパフ式を用いて、
年平均値を予測します。 
 
2.予測地域 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響

範囲内において住居等が存在する、あるい
は住居等の将来の立地が見込まれる地域
とします。 
 

3.予測地点 
建設機械が稼働する区域の予測断面に

おける工事施工ヤードの敷地境界線に設
定します。 
予測高さは、原則として地上 1.5m とし

ます。 
 

4.予測対象時期等 
建設機械の稼動による二酸化窒素及び

浮遊粒子状物質に係る環境影響が最も大
きくなると予想される時期とします。 
 
 

1.回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働に係る二酸

化窒素及び浮遊粒子状物質に
関する影響が、事業者により
実行可能な範囲内でできる限
り回避され、又は低減されて
おり、必要に応じその他の方
法により環境の保全について
の配慮が適正になされている
かどうかについて、見解を明
らかにします。 
 
2.基準又は目標との整合性の
検討 
二酸化窒素については「二

酸化窒素に係る環境基準につ
いて」（昭和 53 年 7 月 11 日 
環境庁告示第 38 号）、浮遊粒
子状物質については「大気の
汚染に係る環境基準につい
て」（昭和 48 年 5 月 8 日環境
庁告示第 25 号）との整合が図
られているかどうかを評価し
ます。 

技術手法を参考のう
え、事業特性及び地域特
性を踏まえて選定しまし
た。 
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表 10-3(2) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

大気質 二酸化窒素 
 
浮遊粒子状
物質 

工事の実施
（資材及び
機械の運搬
に用いる車
両の運行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

資材及び機械の運搬
に用いる車両の運行
に伴う二酸化窒素、
浮遊粒子状物質の影
響が考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 

2.大気質（二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質）の状況 

事業実施区域及びその周囲

の大気汚染常時監視測定局は

一般局が 2 局あり、大気質に

ついて測定されています。 
二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質の測定結果は、2局とも過

去 5 年間において環境基準を

達成しています。 

 

3.気象の状況 

事業実施区域及びその周囲

の近くには名古屋地方気象台

及び岐阜地方気象台が存在し

ます。 

名古屋地方気象台では、気

温、降水量、風向、風速、日射

量、雲量等を、岐阜地方気象台

では気温、降水量、風向、風速、

日射量等を測定しています。 

1.調査すべき情報 
1）大気質の状況（二酸化窒素、窒素酸化物及び浮遊
粒子状物質の濃度） 

2）気象の状況（風向、風速） 
3）道路の状況（交通量、走行速度） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）大気質の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常

時監視測定局の測定結果を収集・整理することによ
り行います。 
現地調査は、下記に示す測定方法により行います。 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年
7月 11 日 環境庁告示第 38 号）に規定される測定
方法 

・「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年
5 月 8 日環境庁告示第 25 号）に規定される測定方
法 

2）気象の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常

時監視測定局及び気象官署等の観測結果を収集・整
理することにより行います。 
現地調査は、下記に示す指針に準拠して行います。 

・「地上気象観測指針」（2002 年 気象庁）による観
測方法 

3）道路の状況 
現地調査については、現地による計測機器を用い

た計測等で把握します。 
 

3.調査地域 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響範囲内におい

て住居等が存在する、あるいは住居等の将来の立地が見
込まれる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域の中で二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の濃度の変化があると考えられ
る箇所ごとに設定します。また調査地域を代表する気象
の状況が得られる箇所に設定します。 
道路の状況については、資材及び機械の運搬に用いる

車両の運行を予定している道路において交通状況の変
化があると考えられる箇所ごとに、資材及び機械の運搬
に用いる車両の運行を予定している道路を代表する交
通の状況が得られる箇所とします。 
 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、春夏秋冬ごとのそれぞれ 1

週間の連続測定を基本とします。道路の状況について
は、交通の状況が 1 年間を通じて平均的な状況である
と考えられる日とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 2.6）

に記載のプルーム式及びパフ式を用いて、
年平均値を予測します。 
 
2.予測地域 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響

範囲内において住居等が存在する、あるい
は住居等の将来の立地が見込まれる地域
とします。 
 

3.予測地点 
工事用道路の接続が予想される既存道

路など工事用車両が既存交通に合流する
地点の近傍で、当該既存道路の沿道の状況
を勘案し、既存道路の代表的な断面におけ
る敷地境界線に設定します。 
予測高さは、原則として地上 1.5m とし

ます。 
 

4.予測対象時期等 
資材及び機械の運搬に用いる車両の平

均日交通量が最大になると予想される時
期とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に係る二酸化窒
素及び浮遊粒子状物質に関す
る影響が、事業者により実行
可能な範囲内でできる限り回
避され、又は低減されており、
必要に応じその他の方法によ
り環境の保全についての配慮
が適正になされているかどう
かについて、見解を明らかに
します。 
 
2.基準又は目標との整合性の
検討 
二酸化窒素については「二

酸化窒素に係る環境基準につ
いて」（昭和 53 年 7 月 11 日 
環境庁告示第 38 号）、浮遊粒
子状物質については「大気の
汚染に係る環境基準につい
て」（昭和 48 年 5 月 8 日環境
庁告示第 25 号）との整合が図
られているかどうかを評価し
ます。 

技術手法を参考のう
え、事業特性及び地域特
性を踏まえて選定しまし
た。 
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 表 10-3 (3) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

大気質 二酸化窒素 
 
浮遊粒子状
物質 

土地又は工 
作物の存在 
及び供用（自
動車の走行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路を走行す

る自動車からの排出
ガスによる二酸化窒
素、浮遊粒子状物質
の影響が考えられま
す。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 

2.大気質（二酸化窒素及び浮
遊粒子状物質）の状況 

事業実施区域及びその周囲

の大気汚染常時監視測定局は

一般局が 2 局あり、大気質に

ついて測定されています。 
二酸化窒素及び浮遊粒子状

物質の測定結果は、2局とも過

去 5 年間において環境基準を

達成しています。 

 

3.気象の状況 

事業実施区域及びその周囲

の近くには名古屋地方気象台

及び岐阜地方気象台が存在し

ます。 

名古屋地方気象台では、気

温、降水量、風向、風速、日射

量、雲量等を、岐阜地方気象台

では気温、降水量、風向、風速、

日射量等を測定しています。 

1.調査すべき情報 
1）大気質の状況（二酸化窒素、窒素酸化物及び浮遊
粒子状物質の濃度） 

2）気象の状況（風向、風速） 
3）道路の状況（交通量、走行速度） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）大気質の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常

時監視測定局の測定結果等を収集・整理することに
より行います。 
現地調査は、下記に示す測定方法により行います。 

・「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年
7月 11 日 環境庁告示第 38 号）に規定される測定
方法 

・「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年
5 月 8 日環境庁告示第 25 号）に規定される測定方
法 

2）気象の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常

時監視測定局及び気象官署の観測結果を収集・整理
することにより行います。 
現地調査は、気象の状況については、下記に示す指

針に準拠して行います。 
・「地上気象観測指針」（2002 年 気象庁）による観
測方法 

3）道路の状況 
現地調査については、現地による計測機器を用い

た計測等で把握します。 
 

3.調査地域 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響範囲内におい

て住居等が存在する、あるいは住居等の将来の立地が見
込まれる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域の中で二酸化窒

素及び浮遊粒子状物質の濃度の変化があると考えられ
る箇所ごとに設定します。また調査地域を代表する気象
の状況が得られる箇所に設定します。 
 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、春夏秋冬ごとのそれぞれ 1

週間の連続測定を基本とします。道路の状況について
は、交通の状況が 1 年間を通じて平均的な状況である
と考えられる日とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 2.1）

に記載のプルーム式及びパフ式を用いて、
年平均値を予測します。 
 
2.予測地域 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の影響

範囲内において住居等が存在する、あるい
は住居等の将来の立地が見込まれる地域
とします。 
 

3.予測地点 
予測地域において、道路構造、交通条件

が変化するごとに区間を区切り、各区間の
うち住居等の保全対象の位置を考慮して
設定します。 
予測高さは、原則として地上 1.5m とし

ます。なお、高架構造である対象道路の近
傍に中高層住居等が存在する場合は、必要
に応じて対象道路の高さと同等の高さを
設定します。 
 

4.予測対象時期等 
計画交通量の発生が見込まれる時期と

します。 
 
 

1.回避又は低減に係る評価 
自動車の走行に係る二酸化

窒素及び浮遊粒子状物質に関
する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 
 
2.基準又は目標との整合性の
検討 
二酸化窒素については「二

酸化窒素に係る環境基準につ
いて」（昭和 53 年 7 月 11 日 
環境庁告示第 38 号）、浮遊粒
子状物質については「大気の
汚染に係る環境基準につい
て」（昭和 48 年 5 月 8 日環境
庁告示第 25 号）との整合が図
られているかどうかを評価し
ます。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、配慮書での検討結
果、事業特性及び地域特
性を踏まえて選定しまし
た。 
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 表 10-3 (4) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

大気質 粉じん等 工事の実施 
（建設機械
の稼働） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

建設機械の稼働に伴
う粉じん等の影響が
考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 

2.気象の状況 
事業実施区域及びその周囲

の近くには名古屋地方気象台

及び岐阜地方気象台が存在し

ます。 

名古屋地方気象台では、気

温、降水量、風向、風速、日射

量、雲量等を、岐阜地方気象台

では気温、降水量、風向、風速、

日射量等を測定しています。 

 

1.調査すべき情報 
1）気象の状況（風向、風速） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常時監

視測定局及び気象官署等の観測結果を収集・整理するこ
とにより行います。 
現地調査は、下記に示す指針に準拠して行います。 
・「地上気象観測指針」（2002 年 気象庁）による観
測方法 

 
3.調査地域 
粉じん等の影響範囲内において住居等が存在する、あ

るいは住居等の将来の立地が見込まれる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する気象

の状況が得られる箇所に設定します。 
 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、春夏秋冬ごとのそれぞれ 1

週間の連続測定を基本とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 2.3）

に記載の事例の引用又は解析により得ら
れた経験式を用いて、季節別降下ばいじん
量を予測します。 
 
2.予測地域 
粉じん等の影響範囲内において住居等

が存在する、あるいは住居等の将来の立地
が見込まれる地域とします。 
 

3.予測地点 
建設機械が稼働する区域の予測断面に

おける工事施工ヤードの敷地境界線に設
定します。 
予測高さは、原則として地上 1.5m とし

ます。 
 

4.予測対象時期等 
建設機械の稼働による粉じん等に係る

環境影響が最大となる時期とします。 
 

1.回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働に係る粉じ

ん等に関する影響が、事業者
により実行可能な範囲内でで
きる限り回避され、又は低減
されており、必要に応じその
他の方法により環境の保全に
ついての配慮が適正になされ
ているかどうかについて、見
解を明らかにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 

工事の実施 
（資材及び
機械の運搬
に用いる車
両の運行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

資材及び機械の運搬
に用いる車両の運行
に伴う粉じん等の影
響が考えられます。 

1.調査すべき情報 
1）気象の状況（風向、風速） 
2）道路の状況（交通量、走行速度） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）気象の状況 
既存資料調査は、調査地域に最寄りの大気汚染常時監

視測定局及び気象官署等の観測結果を収集・整理するこ
とにより行います。 
現地調査は、下記に示す指針に準拠して行います。 
・「地上気象観測指針」（2002 年 気象庁）による観測
方法 

2）道路の状況 
現地調査については、現地による計測機器を用い

た計測等で把握します。 
 

3.調査地域 
粉じん等の影響範囲内において住居等が存在する、あ

るいは住居等の将来の立地が見込まれる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する気象

の状況が得られる箇所に設定します。 
 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、春夏秋冬ごとのそれぞれ 1

週間の連続測定を基本とします。道路の状況について
は、交通の状況が 1 年間を通じて平均的な状況である
と考えられる日とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 2.4）

に記載の事例の引用又は解析により得ら
れた経験式を用いて、季節別降下ばいじん
量を予測します。 
 
2.予測地域 
粉じん等の影響範囲内において住居等

が存在する、あるいは住居等の将来の立地
が見込まれる地域とします。 
 

3.予測地点 
工事用道路の接続が予想される既存道

路など工事用車両が既存交通に合流する
地点の近傍で、当該既存道路の沿道の状況
を勘案し、既存道路の代表的な断面におけ
る敷地境界線に設定します。 
予測高さは、原則として地上 1.5m とし

ます。 
 

4.予測対象時期等 
資材及び機械の運搬に用いる車両によ

る粉じん等に係る環境影響が最大となる
時期とします。 
 

1.回避又は低減に係る評価 
資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に係る粉じん等
に関する影響が、事業者によ
り実行可能な範囲内でできる
限り回避され、又は低減され
ており、必要に応じその他の
方法により環境の保全につい
ての配慮が適正になされてい
るかどうかについて、見解を
明らかにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性並びに専門家等によ
る技術的助言を踏まえて
選定しました。 
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表 10-3 (5) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

騒音 騒音 工事の実施 
（建設機械
の稼働） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

建設機械の稼働に伴
う騒音の影響が考え
られます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 
2.騒音の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、一般環境騒音は各務原
市の 1 地点において測定され
ています。令和元（平成 31）
年度の調査結果は環境基準を
達成しています。 
 

3.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、騒音に係る環境基
準の類型指定区域がありま
す。また、特定建設作業に伴っ
て発生する騒音の規制に関す
る地域指定及び時間区分があ
ります。 

1.調査すべき情報 
1）騒音の状況 
2）地表面の状況（草地、裸地、芝地、舗装地の区分） 
 

2.調査の基本的な手法 
現地調査により行います。 
1）騒音の状況 
現地調査は、「特定建設作業に伴って発生する騒音の

規制に関する基準」(昭和 43 年厚生省・建設省告示第一
号)に規定する方法により行います。 
2）地表面の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
 

3.調査地域 
音の伝搬の特性を踏まえて騒音に係る環境影響を受

けるおそれがあると認められる地域とします。 
 

4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する騒音

の状況、地表面の状況が得られる箇所とします。 
 

5.調査期間等 
1）騒音の状況 
騒音が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら

れる日の建設機械の稼働による環境影響の予測に必要
な時間帯とします。 
2）地表面の状況 
地表面の状況を適切に把握できる時期とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 4.2）

に記載の音の伝搬理論に基づく予測式（日
本音響学会の予測モデル：ASJ CN-Model）
を用いて、騒音レベルの 90％レンジの上
端値（L5）等を予測します。 
 

2.予測地域 
調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏ま

えて騒音に係る環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
建設機械が稼動する区域の予測断面に

おける特定建設作業に伴い発生する騒音
の規制に関する基準位置の敷地境界線を
予測地点として設定します。 
予測高さは、原則として地上 1.2m とし

ます。 
 

4.予測対象時期等 
建設機械の稼動による騒音に係る環境

影響が最大となる時期とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働に係る騒音

に関する影響が、事業者によ
り実行可能な範囲内でできる
限り回避され、又は低減され
ており、必要に応じその他の
方法により環境の保全につい
ての配慮が適正になされてい
るかどうかについて、見解を
明らかにします。 
 

2.基準又は目標との整合性の
検討 
「特定建設作業に伴って発

生する騒音の規制に関する基
準」(昭和 43 年厚生省・建設省
告示第一号)及び「県民の生活
環境の保全等に関する条例」
（平成 7 年 3 月 23 日条例第 9
号)との整合が図られている
かどうかを評価します。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 
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表 10-3 (6) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

騒音 騒音 工事の実施 
（資材及び
機械の運搬
に用いる車
両の運行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

資材及び機械の運搬
に用いる車両の運行
に伴う騒音の影響が
考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 
2.騒音の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、道路交通騒音は平成 28
年度から令和 2 年度の間に一
宮市 19 地点、岩倉市 1地点、
各務原市 1 地点で測定されて
います。 
測定結果は、1 地点の夜間を

除くすべての地点において要
請限度を下回っています。 
 
3.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、騒音に係る環境基
準の類型指定区域がありま
す。また、自動車騒音の指定区
域及び時間区分が指定されて
います。 

1.調査すべき情報 
1）騒音の状況（等価騒音レベル） 
2）道路の状況（交通量、走行速度、舗装の種類等） 
3）沿道の状況（地表面の種類） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）騒音の状況 
現地調査は、「騒音に係る環境基準について」（平成 10

年 9月 30 日 環境庁告示第 64 号）に規定される測定方
法により行います。 
2）道路の状況 
現地調査については、現地による計測機器を用いた計

測等で把握します。 
3）沿道の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 

 
3.調査地域 
音の伝搬の特性を踏まえて騒音に係る環境影響を受

けるおそれがあると認められる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する騒音

の状況、地表面の状況が得られる箇所とします。 
 
5.調査期間等 
1）騒音の状況 
騒音が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら

れる日の資材及び機械の運搬に用いる車両の運行によ
る環境影響の予測に必要な時間帯とします。 
2）道路の状況 
交通量及び走行速度、舗装の種類等については、交通

の状況が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら
れる日とします。 
3）沿道の状況 
沿道の状況を適切に把握できる時期とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 4.3）

に記載の音の伝搬理論に基づく予測式（既
存道路の現況の等価騒音レベルに、工事用
車両の影響を加味した式）を用いて、等価
騒音レベル（LAeq）を予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏ま

えて騒音に係る環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
工事用道路の接続が予想される既存道

路など工事用車両が既存交通に合流する
地点の近傍で、当該既存道路の沿道の状況
を勘案し、既存道路の代表的な断面におけ
る敷地境界線に設定します。 
予測高さは、原則として地上 1.2m とし

ます。 
 

4.予測対象時期等 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運

行による騒音に係る環境影響が最大とな
る時期とします。 
 

1.回避又は低減に係る評価 
資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に係る騒音に関
する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 
 

2.基準又は目標との整合性の
検討 
「騒音に係る環境基準につ

いて」（平成 10 年 9 月 30 日 
環境庁告示第 64 号）との整合
が図られているかどうかを評
価します。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性並びに専門家等によ
る技術的助言を踏まえて
選定しました。 
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表 10-3 (7) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

騒音 騒音 土地又は工 
作物の存在 
及び供用（自
動車の走行） 

対象道路は、車線
数 4、設計速度 80km/
時で計画されてお
り、基本的な道路構
造は、嵩上式を計画
しています。また、
インターチェンジ及
びジャンクションの
設置を計画していま
す。 
 
対象道路を走行す

る自動車の騒音の影
響が考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 
2.騒音の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、道路交通騒音は平成 28
年度から令和 2 年度の間に一
宮市 19 地点、岩倉市 1地点、
各務原市 1 地点で測定されて
います。 
測定結果は、1 地点の夜間を

除くすべての地点において要
請限度を下回っています。 
 

 
3.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、騒音に係る環境基
準の類型指定区域がありま
す。また、自動車騒音の指定区
域及び時間区分が指定されて
います。 

1.調査すべき情報 
1）騒音の状況（等価騒音レベル） 
2）道路の状況（交通量、走行速度、舗装の種類等） 
3）沿道の状況（住居等の平均階数及び地表面の種類） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）騒音の状況 
現地調査は、「騒音に係る環境基準について」（平成 10

年 9月 30 日 環境庁告示第 64 号）に規定される測定方
法により行います。 
2）道路の状況 
現地調査については、現地による計測機器を用いた計

測等で把握します。 
3）沿道の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 

 
3.調査地域 
音の伝搬の特性を踏まえて騒音に係る環境影響を受

けるおそれがあると認められる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する騒音

の状況、地表面の状況が得られる箇所とします。 
 
5.調査期間等 
1）騒音の状況 
騒音が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら

れる日の昼間及び夜間の基準時間帯とします。 
2）道路の状況 
交通量及び走行速度、舗装の種類等については、交通

の状況が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら
れる日とします。 
3）沿道の状況 
沿道の状況を適切に把握できる時期とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第1124号 4.1）

に記載の音の伝搬理論に基づく予測式（日
本音響学会の道路交通騒音の予測モデル：
ASJ RTN-Model）を用いて、等価騒音レベ
ル（LAeq）を予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、音の伝搬の特性を踏ま

えて騒音に係る環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
予測地域において、道路構造、交通条件

が変化するごとに区間を区切り、各区間の
うち住居等の保全対象の位置を考慮して
設定します。 
予測高さは、幹線道路近接空間及び背後

地※における住居等の階層等高さを考慮し
て設定します。 

※幹線道路近接空間及び背後地：「騒音
に係る環境基準」に規定された幹線
交通を担う道路に近接する空間とそ
の背後地 

 
4.予測対象時期等 
計画交通量の発生が見込まれる時期と

します。 

1.回避又は低減に係る評価 
自動車の走行に係る騒音に

関する影響が、事業者により
実行可能な範囲内でできる限
り回避され、又は低減されて
おり、必要に応じその他の方
法により環境の保全について
の配慮が適正になされている
かどうかについて、見解を明
らかにします。 
 

2.基準又は目標との整合性の
検討 
「騒音に係る環境基準につ

いて」（平成 10 年 9 月 30 日 
環境庁告示第 64 号）との整合
が図られているかどうかを評
価します。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、配慮書での検討結
果、事業特性及び地域特
性並びに専門家等による
技術的助言を踏まえて選
定しました。 
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表 10-3 (8) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

振動 振動 工事の実施 
（建設機械
の稼働） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

建設機械の稼働に伴
う振動の影響が考え
られます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 
2.振動の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、一般環境振動に関する
公表資料はありません。 
 
3.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、特定建設作業に伴
って発生する振動の規制に関
する地域指定及び時間区分が
指定されています。 
 

4.地質の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、未固結堆積物の主に砂、
砂・泥及び砂・礫を主とする層
で形成されています。 
 

1.調査すべき情報 
1）振動の状況 
2）地盤の状況（地盤種別） 

 
2.調査の基本的な手法 
現地調査により行います。 
1）振動の状況 
現地調査は、「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 11 月

10 日 総理府令第 58 号）に規定される測定方法により
行います。 
2）地盤の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
 

3.調査地域 
振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する地盤

の状況が得られる箇所に設定します。 
 

5.調査期間等 
1）振動の状況 
振動が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら

れる日とします。 
2）地盤の状況 
地盤の状況を適切に把握できる時期とします。 
 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 6.2）

に記載の事例の引用又は解析により得ら
れた振動の伝搬理論に基づく予測式を用
いて、振動レベルの 80％レンジの上端値
（L10）等を予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、振動の伝搬の特性を踏

まえて振動に係る環境影響を受けるおそ
れがあると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
建設機械が稼動する区域の予測断面に

おける特定建設作業に伴い発生する振動
の規制に関する基準位置の敷地境界線を
予測地点として設定します。 
 

4.予測対象時期等 
建設機械の稼動による振動に係る環境

影響が最大となる時期とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働に係る振動

に関する影響が、事業者によ
り実行可能な範囲内でできる
限り回避され、又は低減され
ており、必要に応じその他の
方法により環境の保全につい
ての配慮が適正になされてい
るかどうかについて、見解を
明らかにします。 
 

2.基準又は目標との整合性の
検討 
「振動規制法施行規則」（昭

和 51 年 11 月 10 日 総理府令
第 58 号）及び「県民の生活環
境の保全等に関する条例」（平
成 7 年 3 月 23 日条例第 9 号)
に基づく特定建設作業に伴っ
て発生する振動の規制に関す
る基準との整合が図られてい
るかどうかを評価します。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 
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表 10-3 (9) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

振動 振動 工事の実施 
（資材及び
機械の運搬
に用いる車
両の運行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施による

資材及び機械の運搬
に用いる車両の運行
に伴う振動の影響が
考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 
2.振動の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、道路交通振動は令和元
（平成 31）年度から令和 2 年
度の間に一宮市 11 地点、岩倉
市1地点で測定されています。 
測定結果は、すべての地点

において要請限度を下回って
います。 
 
3.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、道路交通振動の限
度、区域区分、時間区分が指定
されています。 
 

4.地質の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、未固結堆積物の主に砂、
砂・泥及び砂・礫を主とする層
で形成されています。 
 

1.調査すべき情報 
1）振動の状況 
2）道路の状況（交通量、走行速度） 
3）地盤の状況（地盤種別） 
 

2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）振動の状況 
現地調査は、「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 11 月

10 日 総理府令第 58 号）に規定される測定方法により
行います。 
2）道路の状況 
現地調査については、現地による計測機器を用いた

計測等で把握します。 
3）地盤の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
 

3.調査地域 
振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域とします。 
 

4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する地盤

の状況が得られる箇所に設定します。 
 

5.調査期間等 
1）振動の状況 
振動が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら

れる日とします。 
2）道路の状況 
交通の状況が 1 年間を通じて平均的な状況であると

考えられる日とします。 
3）地盤の状況 
地盤の状況を適切に把握できる時期とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 6.3）

に記載の振動レベルの 80％レンジの上端
値を予測するための式を用いて、振動レベ
ルの 80％レンジの上端値（L10）を予測し
ます。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、振動の伝搬の特性を踏

まえて振動に係る環境影響を受けるおそ
れがあると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
工事用道路の接続が予想される既存道

路の接続箇所近傍に設定した予測断面に
おける敷地の境界線を予測地点として設
定します。 
 

4.予測対象時期等 
資材及び機械の運搬に用いる車両の運

行による振動に係る環境影響が最大とな
る時期とします。 
 

1.回避又は低減に係る評価 
資材及び機械の運搬に用い

る車両の運行に係る振動に関
する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 
 

2.基準又は目標との整合性の
検討 
「振動規制法施行規則」（昭

和 51 年 11 月 10 日 総理府令
第 58 号）に基づく道路交通振
動の限度との整合が図られて
いるかどうかを評価します。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性並びに専門家等によ
る技術的助言を踏まえて
選定しました。 
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表 10-3 (10) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

振動 振動 土地又は工 
作物の存在 
及び供用（自
動車の走行） 

対象道路は、車線
数 4、設計速度 80km/
時で計画されてお
り、嵩上式を計画し
ています。また、イ
ンターチェンジ及び
ジャンクションの設
置を計画していま
す。 
 
対象道路を走行す

る自動車の振動の影
響が考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 

2.振動の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、道路交通振動は令和元
（平成 31）年度から令和 2 年
度の間に一宮市 11 地点、岩倉
市1地点で測定されています。 
測定結果は、すべての地点

において要請限度を下回って
います。 
 
3.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 

事業実施区域及びその周囲

において、道路交通振動の限

度、区域区分、時間区分が指定

されています。 

 

4.地質の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、未固結堆積物の主に砂、
砂・泥及び砂・礫を主とする層
で形成されています。 
 

1.調査すべき情報 
1）振動の状況 
2）道路の状況（交通量、走行速度） 
3）地盤の状況（地盤種別、地盤卓越振動数） 
 

2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）振動の状況 
現地調査は、「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 11 月

10 日 総理府令第 58 号）に規定される測定方法により
行います。 
2）道路の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
3）地盤の状況 
現地調査は、現地踏査による目視で地盤の状況を把握

します。大型車単独走行時の地盤振動を周波数分析する
ことにより地盤卓越振動数を求めます。 

 
3.調査地域 
振動の伝搬の特性を踏まえて振動に係る環境影響を

受けるおそれがあると認められる地域とします。 
 

4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域を代表する地盤

の状況が得られる箇所に設定します。 
 

5.調査期間等 
1）振動の状況 
振動が 1 年間を通じて平均的な状況であると考えら

れる日とします。 
2）道路の状況 
交通の状況が 1 年間を通じて平均的な状況であると

考えられる日とします。 
3）地盤の状況 
地盤の状況を適切に把握できる時期とします。地盤卓

越振動数については、原則として 10 回以上の測定を行
います。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 6.1）

に記載の振動レベルの 80％レンジの上端
値を予測するための式を用いて、振動レベ
ルの 80％レンジの上端値（L10）を予測し
ます。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、振動の伝搬の特性を踏

まえて振動に係る環境影響を受けるおそ
れがあると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
予測地域において、道路構造、交通条件

が変化するごとに区間を区切り、各区間の
うち住居等の保全対象の位置を考慮して
代表断面を設定し、当該代表断面における
対象道路の区域の境界を予測地点として
設定します。 
 

4.予測対象時期等 
計画交通量の発生が見込まれる時期と

します。 

1.回避又は低減に係る評価 
自動車の走行に係る振動に

関する影響が、事業者により
実行可能な範囲内でできる限
り回避され、又は低減されて
おり、必要に応じその他の方
法により環境の保全について
の配慮が適正になされている
かどうかについて、見解を明
らかにします。 
 

2.基準又は目標との整合性の
検討 
「振動規制法施行規則」（昭

和 51 年 11 月 10 日 総理府令
第 58 号）に基づく道路交通振
動の限度との整合が図られて
いるかどうかを評価します。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性並びに専門家等によ
る技術的助言を踏まえて
選定しました。 
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表 10-3 (11) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

低周波音 低周波音 土地又は工
作物の存在
及び供用（自
動車の走行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路を走行す

る自動車の低周波音
の影響が考えられま
す。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 

2.低周波音の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、低周波音に関する公表

資料はありません。 

1.調査すべき情報 
1）低周波音の状況 
2）住居等の位置 

 
2.調査の基本的な手法 
現地調査により行います。 
1）低周波音の状況 
現地調査は、「低周波音の測定に関するマニュアル」

等を参考に行います。 
2）住居等の位置 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
 

3.調査地域 
道路構造が高架構造であり、低周波音に係る環境影響

を受けるおそれがあると認められる地域とします。 
 
4.調査地点 
予測地点との対応を考慮し、調査地域における住居等

の位置を把握できる箇所に設定します。 
 
5.調査期間等 
1）低周波音の状況 
低周波音が 1 年間を通じて平均的な状況であると考

えられる日とします。 
2）住居等の位置 
住居等の位置を適切に把握できる時期とします。 

1.予測の基本的な手法 
「技術手法」（国総研資料第 714 号 5.1）

に記載の既存調査結果より導かれた予測
式を用いて低周波音圧レベルを予測しま
す。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、低周波音の影響範囲内

に住居等の保全対象が立地、又は立地が計
画されている地域とします。 
 

3.予測地点 
予測地域において、高架の上部工形式又

は交通条件が変化するごとに区間を区切
り、各区間のうち住居等の保全対象の位置
を考慮して代表断面を設定します。 
予測高さは、当該代表断面における住居

等の位置の地上 1.2m を原則とします。 
 

4.予測対象時期等 
計画交通量の発生が見込まれる時期と

します。 
 

1.回避又は低減に係る評価 
自動車の走行に係る低周波

音に関する影響が、事業者に
より実行可能な範囲内ででき
る限り回避され、又は低減さ
れており、必要に応じその他
の方法により環境の保全につ
いての配慮が適正になされて
いるかどうかについて、見解
を明らかにします。 
 

技術手法を参考とし、
事業特性及び地域特性並
びに専門家等による技術
的助言を踏まえて選定し
ました。 

水質 水の濁り 工事の実施 
（切土工等
又は既存の
工作物の除
去、工事施工
ヤードの設
置、工事用道
路等の設置） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
切土工等又は既存

の工作物の除去、工
事施工ヤードの設
置、工事用道路等の
設置により、水の濁
りへの影響が考えら
れます。 

1.水質の状況 

事業実施区域及びその周囲

では、令和 2 年度に木曽川に

おいて 1 地点で水質調査が行

われています。調査結果は、 

浮遊粒子状物質（SS）の一部の

検体を除き、環境基準を達成

しています。 

 
2.利用の状況 

事業実施区域において、日

光川が存在しますが、漁業等

の水面利用はありません。 

1.調査すべき情報 
1）水質の状況（浮遊物質量の濃度、濁度） 
2）水象の状況（河川の流量、流向及び流速） 

 
2.調査の基本的な手法 
現地調査により行います。 
1）水質の状況 
現地調査は、「水質汚濁に係る環境基準について」（昭

和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号）等に規定され
る測定方法に準拠して行います。 
2）水象の状況 
現地調査は、「水質調査方法」（昭和 46 年 9 月 30 日 

各都道府県知事・政令市長あて環境庁水質保全局長通
達）等に規定される測定方法に準拠して行います。 
 

3.調査地域 
事業実施区域における公共用水域において、切土工

等、工事施工ヤードの設置、及び工事用道路等の設置を
予定している水域とします。 
 
4.調査地点 
調査地域において水質の状況及び水象の状況を適切

に把握できる地点とします。 
 

5.調査期間等 
水質の状況及び水象の状況を適切に把握できる期間

及び頻度（月 1回、1年以上）とします。 
 

1.予測の基本的な手法 
類似事例を用いて推定する方法により、

切土工等又は既存の工作物の除去、工事施
工ヤードの設置、工事用道路等の設置に伴
い発生する水の濁りの程度を予測します。 
 
2.予測地域 
事業実施区域における公共用水域にお

いて、切土工等、工事施工ヤードの設置、
及び工事用道路等の設置を予定している
水域とします。 
 

3.予測地点 
切土工等、工事施工ヤードの設置、工事

用道路等の設置に係る水の濁りの影響を
受ける水域の範囲とします。 
 

4.予測対象時期等 
切土工等、工事施工ヤードの設置、工事

用道路等の設置に係る水の濁りの環境影
響が最大となる時期とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
切土工等、工事施工ヤード

の設置、工事用道路等の設置
に係る水の濁りに関する影響
が、事業者により実行可能な
範囲内でできる限り回避さ
れ、又は低減されており、必要
に応じその他の方法により環
境の保全についての配慮が適
正になされているかどうかに
ついて、見解を明らかにしま
す。 

技術手法を参考とし、
事業特性及び地域特性を
踏まえて選定しました。 
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表 10-3 (12) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

日照阻害 日照阻害 土地又は工 
作物の存在 
及び供用 
（道路(嵩上
式)の存在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
道路（嵩上式：高

架構造）の存在によ
り、日照阻害の影響
が考えられます。 

1.保全対象の立地状況 

事業実施区域及びその周囲

は、市街化区域及び市街化調

整区域となっており、住宅用

地が多くみられます。 

事業実施区域及びその周囲

においては、小学校が36箇所、

中学校が 15 箇所、高等学校が

8箇所、大学が 2箇所、特別支

援学校が 2 箇所（学校 63 箇

所）、図書館が 7箇所、幼稚園

が 17 箇所、保育園が 55 箇所、

認定こども園が 6 箇所、病院

が 13 箇所、福祉施設が 85 箇

所存在します。 

事業実施区域においては福

祉施設が 4箇所存在します。 

将来の住宅地の面整備計画

に関する公表資料はありませ

ん。 

 
2.地形の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、木曽三川により形成され
た沖積平野である濃尾平野に
含まれており、周辺には自然
堤防・砂州・砂丘、扇状地性低
地及び三角州性低地が広範囲
に広がっています。 
 
 

1.調査すべき情報 
1）土地利用の状況（住居等の立地状況） 
2）地形の状況（住居等の立地する土地の高さや傾斜、
著しい日影の影響を及ぼす地形の位置） 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
 

3.調査地域 
道路構造が高架構造の周辺地域において、日照阻害に

係る環境影響を受けるおそれがあると認められる地域
（冬至日の午前 8 時から午後 4 時までの間に日影が生
じる範囲を含む地域）とします。 
 

4.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、土地利用の状況及び地形の

状況を適切に把握できる時期とします。 
 

1.予測の基本的な手法 
太陽高度・方位及び高架構造物の方位・

高さ等から、1 時間ごとの等時間の日影線
の範囲を計算して求め、等時間日影図を作
成することにより予測します。 
 
2.予測地域 
土地利用及び地形の特性を踏まえて日

照阻害に係る環境影響を受けるおそれが
あると認められる地域とします。 
 

3.予測地点 
予測地域内にあって、高架構造物の沿道

状況、高架構造物と周辺地盤との高低差の
程度を勘案し、日影状況の変化の程度を的
確に把握できる地点に設定します。 
 

4.予測対象時期等 
原則として、道路（嵩上式：高架構造）

の設置が完了する時期の冬至日とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
道路（嵩上式：高架構造）の

存在に係る日照阻害に関する
影響が、事業者により実行可
能な範囲内でできる限り回避
され、又は低減されており、必
要に応じその他の方法により
環境の保全についての配慮が
適正になされているかどうか
について、見解を明らかにし
ます。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 
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表 10-3 (13) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 
手法の選定理由 環境要素 

の区分 
影響要因 
の区分 調査の手法 予測の手法 評価の手法 

動物 重要な種及
び注目すべ
き生息地 

工事の実施
（工事施工
ヤード、工事
用道路等の
設置） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施にあた

っては、工事施工ヤ
ードや工事用道路等
を設置するため、重
要な種及び注目すべ
き生息地への影響が
考えられます。 

1.水象の状況 

事業実施区域及びその周囲

では、8河川存在します。 

 
2.土壌の状況 

事業実施区域及びその周囲

は、農地土壌で、主に褐色低地

土壌や黄色土壌、灰色低地土

壌が分布しています。 

 
3.地形及び地質の状況 
①地形の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、木曽三川により形成され

た沖積平野である濃尾平野に

含まれており、周辺には自然

堤防・砂州・砂丘、扇状地性低

地及び三角州性低地が広範囲

に広がっています。 

②地質の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、未固結堆積物の主に砂、
砂・泥及び砂・礫を主とする層
で形成されています。 
 
4.動物の生息の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、文献から確認され

た重要な種は以下に示すとお

りです。 

哺乳類 ： 2目  3科  4種 

鳥 類 ：13目 25科 50種 

爬虫類 ： 1目  2科  2種 

両生類 ： 2目  3科  5種 

魚 類 ： 6目  9科 24種 

昆虫類 ： 5目 27科 40種 

底生動物： 5目  9科 16種 

陸産貝類： 1目  1科  1種 

 

また、注目すべき生息地の

状況は、重要湿地「木曽三川合

流域の河川・水路・ため池群」

があります。 

 
5.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 

事業実施区域及びその周囲

において、鳥獣保護区は、岩倉

市で1箇所指定されています。 

1.調査すべき情報 
1）動物相の状況 
2）重要な種等の状況 
・重要な種等の生態 
・重要な種等の分布 
・重要な種等の生息の状況 
・重要な種等の生息環境の状況 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査（下表参照）により行います。 
1）動物相の状況 
現地調査は、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取

り、必要に応じ個体の採取による方法とします。 
2）重要な種等の状況 
・重要な種等の生態 
図鑑、研究論文、その他の資料により把握します。 

・重要な種等の分布及び生息の状況 
現地調査は、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取

り、必要に応じ個体の採取による方法とします。 
・重要な種等の生息環境の状況 
現地調査は、微地形、水系、植物群落等の種類及び

分布を目視確認する方法とします。 
 
3.調査地域 
事業実施区域及びその周辺とします。そのうち、現地

調査を行う範囲は、事業実施区域及びその端部から
250m 程度を目安とします。ただし、行動圏の広い重要
な種等に関しては、必要に応じ適宜拡大します。 
 
4.調査地点 
1）動物相の状況 
調査地域に生息する動物を確認しやすい場所に調査

地点又は経路を設定します。 
2）重要な種等の状況 
重要な種等の生態等を踏まえ、調査地域においてそれ

らが生息する可能性の高い場所に調査地点又は経路を
設定します。 
 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
1）動物相の状況 
春夏秋冬の 4 季実施することを基本とし、そこに生

息する動物を確認しやすい時期（下表参照）及び時間帯
とします。 
2）重要な種等の状況 
重要な種等の生態を踏まえ、その生息の状況を確認し

やすい時期（下表参照）及び時間帯とします。 
分類 主な調査方法 調査時期 

哺乳類 目撃法、ﾌｨｰﾙﾄﾞｻｲﾝ法、 
ﾄﾗｯﾌﾟによる捕獲 

春・夏・秋・冬 

鳥類 直接観察、ﾗｲﾝｾﾝｻｽ法、 
定点観察法※ 

※概ねの飛翔高度も確認する 
春・夏・秋・冬 

爬虫類・ 
両生類 

直接観察 
春・夏・秋 

魚類 直接観察及び採取 春・夏・秋 
底生動物 直接観察及び採取 夏・冬 
昆虫類 直接観察及び採取 

ﾗｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ法、ﾍﾞｲﾄﾄﾗｯﾌﾟ法 
春・夏・秋 

陸産貝類 直接観察及び採取 春・夏・秋 
 

1.予測の基本的な手法 
工事施工ヤード及び工事用道路等と重

要な種の生息地及び注目すべき生息地の
分布範囲から、生息地が消失・縮小する区
間及びその程度を把握します。 
次に、それらが重要な種等の生息に及ぼ

す影響の程度を、科学的知見や類似事例を
参考に予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、動物の生息の特性を踏

まえて重要な種及び注目すべき生息地に
係る環境影響を受けるおそれがあると認
められる地域とします。 
 
3.予測対象時期等 
事業特性及び重要な種等の生態を踏ま

え、影響が最大になるおそれのある時期等
とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
事業の実施に係る動物に関

する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 

土地又は工
作物の存在
及び供用（道
路（地表式又
は掘割式、嵩
上式）の存
在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路の存在に

より、重要な種及び
注目すべき生息地へ
の影響が考えられま
す。 

1.予測の基本的な手法 
道路構造と重要な種の生息地及び注目

すべき生息地の分布範囲から、生息地が消
失・縮小する区間及び重要な種等の移動経
路が分断される区間並びにその程度を把
握します。 
次に、それらが重要な種等の生息に及ぼ

す影響の程度を、科学的知見や類似事例を
参考に予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、動物の生息の特性を踏

まえて重要な種及び注目すべき生息地に
係る環境影響を受けるおそれがあると認
められる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
事業特性及び重要な種等の生態を踏ま

え、影響が最大になるおそれのある時期等
とします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 
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表 10-3 (14) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

植物 重要な種及
び群落 

工事の実施
（工事施工
ヤード、工事
用道路等の
設置） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施にあた

っては、工事施工ヤ
ードや工事用道路等
を設置するため、重
要な種及び群落への
影響が考えられま
す。 

1.水象の状況 
事業実施区域及びその周囲

では、8河川存在します。 
 
2.土壌の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、農地土壌で、主に褐色低地
土壌や黄色土壌、灰色低地土
壌が分布しています。 
 
3.地形及び地質の状況 
①地形の状況 

事業実施区域及びその周囲

は、木曽三川により形成され

た沖積平野である濃尾平野に

含まれており、周辺には自然

堤防・砂州・砂丘、扇状地性低

地及び三角州性低地が広範囲

に広がっています。 

②地質の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、未固結堆積物の主に砂、
砂・泥及び砂・礫を主とする層
で形成されています。 
 
4.植物の生育及び植生の状況 
①植物の生育及び群落の状況 

事業実施区域及びその周囲

において、文献から確認され

た重要な種は以下に示すとお

りです。 

植 物：76 科 205 種 

群 落：1箇所 

②植生の状況 

事業実施区域及びその周囲

には、概ね緑の多い住宅地、畑

雑草群落、水田雑草群落が大

半を占めており、樹木の群落

を示す植生区分はわずかに点

在する程度です。 

 

5.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、天然記念物の指定

は 21 件あります。 

1.調査すべき情報 
1）植物相及び植生の状況 
2）重要な種及び群落の状況 
・重要な種・群落の生態 
・重要な種・群落の分布 
・重要な種・群落の生育の状況 
・重要な種・群落の生育環境の状況 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査（下表参照）により行います。 
1）植物相及び植生の状況 
現地調査は、個体の目視、必要に応じ個体の採取によ

る方法とします。 
2）重要な種及び群落の状況 
・重要な種・群落の生態 
図鑑、研究論文、その他の資料により把握します。 
・重要な種・群落の分布、生育の状況 
現地調査は、個体の目視、必要に応じ個体の採取に

よる方法とします。 
・重要な種・群落の生育環境の状況 
現地調査は、微地形、水系等を目視確認する方法と

します。 
 

3.調査地域 
事業実施区域及びその周辺とします。そのうち、現地

調査を行う範囲は、事業実施区域及びその端部から
100m 程度を目安とします。 

 
4.調査地点 
1）植物相及び植生の状況 
調査地域において、そこに生育する植物及び植生を確

認しやすい場所に調査地点又は経路を設定します。 
2）重要な種及び群落の状況 
重要な種・群落の生態を踏まえ、調査地域において、

それらが生育する可能性が高い場所に地点又は経路を
設定します。 

 
5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
1）植物相及び植生の状況 
植物相の状況は、春夏秋の 3 季実施することを基本

とし、そこに生育する植物を確認しやすい時期（下表参
照）とします。時間帯は昼間に実施することを基本とし
ます。 
植生の状況は、春～秋にかけて 1～2 回程度実施する

ことを基本とし、植物群落を確認しやすい時期（下表参
照）とします。時間帯は昼間に実施することを基本とし
ます。 
2）重要な種及び群落の状況 
重要な種等の生態を踏まえ、その生育の状況を確認し

やすい時期（下表参照）とし、時間帯は昼間に実施する
ことを基本とします。 

 
分類 主な調査方法 調査時期 

植物相 直接観察及び採集 春・夏・秋 

植物群落 植生調査 春・夏・秋 
 

1.予測の基本的な手法 
工事施工ヤード及び工事用道路等と重

要な種・群落の生育地の分布範囲から、生
育地が消失・縮小する区間及びその程度を
把握します。次に、それらが重要な種・群
落の生育に及ぼす影響の程度を、科学的知
見や類似事例を参考に予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、植物の生育及び植生の

特性を踏まえて重要な種及び群落に係る
環境影響を受けるおそれがあると認めら
れる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
事業特性及び重要な種及び群落の生態

や特性を踏まえ、影響が最大になるおそれ
のある時期等とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
事業の実施に係る植物に関

する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 

土地又は工
作物の存在
及び供用（道
路（地表式又
は掘割式、嵩
上式）の存
在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路の存在に

より、重要な種及び
群落への影響が考え
られます。 

1.予測の基本的な手法 
道路構造と重要な種・群落の生育地の分

布範囲から、生育地が消失・縮小する区間
及びその程度を把握します。 
次に、それが重要な種・群落の生育に及

ぼす影響の程度を、科学的知見や類似事例
を参考に予測します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、植物の生育及び植生の

特性を踏まえて重要な種及び群落に係る
環境影響を受けるおそれがあると認めら
れる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
事業特性及び重要な種及び群落の生態

や特性を踏まえ、影響が最大になるおそれ
のある時期等とします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、配慮書での検討結
果、事業特性及び地域特
性を踏まえて選定しまし
た。 
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表 10-3 (15) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

生態系 地域を特徴
づける生態
系 

工事の実施
（工事施工
ヤード、工事
用道路等の
設置） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施にあた

っては、工事施工ヤ
ードや工事用道路等
を設置するため、地
域を特徴づける生態
系への影響が考えら
れます。 

1.水象の状況 

事業実施区域及びその周囲

では、8河川存在します。 

 
2.土壌の状況 

事業実施区域及びその周囲

は、農地土壌で、主に褐色低地

土壌や黄色土壌、灰色低地土

壌が分布しています。 

 
3.地形及び地質の状況 
①地形の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、木曽三川により形成され

た沖積平野である濃尾平野に

含まれており、周辺には自然

堤防・砂州・砂丘、扇状地性低

地及び三角州性低地が広範囲

に広がっています。 

②地質の状況 
事業実施区域及びその周囲

は、未固結堆積物の主に砂、
砂・泥及び砂・礫を主とする層
で形成されています。 
 
4.生態系の状況 
事業実施区域及びその周囲

において、12 区分に類型化し

ました。 

1.調査すべき情報 
1）動植物その他の自然環境に係る概況 
・動物相の状況 
・植物相の状況 
・その他の自然環境に係る概況 
2）地域を特徴づける生態系の注目種・群集の状況 
・注目種・群集の生態 
・注目種・群集とその他の動植物の食物連鎖上の関係
及び共生の関係 

・注目種・群集の分布 
・注目種・群集の生息・生育の状況 
・注目種・群集の生息環境若しくは生育環境 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
1）動植物その他の自然環境に係る概況 
・動物相の状況、植物相の状況 
現地調査は、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取

り、必要に応じて個体の採取による方法とします。 
・その他の自然環境に係る概況 
現地調査は、主要な微地形、水系、植物群落等の種類

及び分布を目視確認する方法とします。 
2）地域を特徴づける生態系の注目種・群集の状況 
・注目種・群集の生態、注目種・群集とその他の動植

物の食物連鎖上の関係及び共生の関係 
図鑑、研究論文、その他の資料により把握します。 
・注目種・群集の分布、注目種・群集の生息・生育の状況 
現地調査は、個体や痕跡等の目視や鳴き声の聞き取

り、必要に応じて個体の採取による方法とします。 
・注目種・群集の生息環境若しくは生育環境 
現地調査は、生息・生育基盤について、注目種・群集

の生活の場となる微地形、水系、植物群落等の状況を目
視確認することを基本とします。 
 
3.調査地域 
事業実施区域及びその周辺とします。そのうち、現地

踏査を行う範囲は、事業実施区域及びその端部から
250m 程度を目安とします。ただし、行動圏の広い注目
種・群集に関しては、必要に応じ適宜拡大します。 
 
4.調査地点 
1）動植物その他の自然環境に係る概況 
調査地域に生息・生育する動植物及び生息・生育基盤

の概況を確認しやすい場所に調査地点又は経路を設定
します。 
2）地域を特徴づける生態系の注目種・群集の状況 
注目種・群集の生態を踏まえ、調査地域においてそれ

らが生息・生育する可能性が高い場所に調査地点又は経
路を設定します。 
 
5.調査期間等 
動物の項、植物の項と同様とする。 

1.予測の基本的な手法 
工事施工ヤード及び工事用道路等と生

息・生育基盤及び注目種・群集の分布から、
生息・生育基盤が消失・縮小する区間及び
その程度を把握します。 
次に、それらが注目種・群集の生息・生

育状況の変化及び地域を特徴づける生態
系に及ぼす影響の程度を、注目種・群集の
生態並びに注目種・群集と他の動植物との
関係を踏まえ、科学的知見や類似事例を参
考に予測します。 
 

2.予測地域 
調査地域のうち、動植物その他の自然環

境の特性及び注目種等の特性を踏まえて
注目種等に係る環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
事業特性及び注目種・群集の生態や特性

を踏まえ、影響が最大になるおそれのある
時期等とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
事業の実施に係る生態系に

関する影響が、事業者により
実行可能な範囲内でできる限
り回避され、又は低減されて
おり、必要に応じその他の方
法により環境の保全について
の配慮が適正になされている
かどうかについて、見解を明
らかにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 

土地又は工
作物の存在
及び供用（道
路（地表式又
は掘割式、嵩
上式）の存
在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路の存在に

より、地域を特徴づ
ける生態系への影響
が考えられます。 

1.予測の基本的な手法 
道路構造並びに生息・生育基盤及び注目

種・群集の分布から、生息・生育基盤が消
失・縮小する区間及び注目種・群集の移動
経路が分断される区間並びにその程度を
把握します。 
次に、それらが注目種・群集の生息・生

育状況の変化及びそれに伴う地域を特徴
づける生態系に及ぼす影響の程度を、注目
種・群集の生態並びに注目種・群集と他の
動植物との関係を踏まえ、科学的知見や類
似事例を参考に予測します。 
 

2.予測地域 
調査地域のうち、動植物その他の自然環

境の特性及び注目種等の特性を踏まえて
注目種等に係る環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
事業特性及び注目種・群集の生態や特性

を踏まえ、影響が最大になるおそれのある
時期等とします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、配慮書での検討結
果、事業特性及び地域特
性を踏まえて選定しまし
た。 
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表 10-3 (16) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

景観 主要な眺望 
点及び景観 
資源並びに 
主要な眺望 
景観 

土地又は工
作物の存在
及び供用（道
路（地表式又
は掘割式、嵩
上式）の存
在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路の存在に

より、主要な眺望景
観への影響が考えら
れます。 

1.景観の状況 

事業実施区域及びその周囲

は、西～北部にかけて自然豊

かな木曽川に面しており、木

曽川を挟んだ対岸の遠景とし

て山地の眺望が得られます。

市内は全体として平坦であ

り、里山等、起伏のある自然景

観は見られません。 

以下に示すとおり、主要な

眺望点は 3地点、景観資源は 5

箇所分布しています。 

［主要な眺望点］ 

・ツインアーチ 138 

・一宮市役所 

（14 階展望ロビー） 

・i-ビル 

［景観資源］ 

・木曽川 

・木曽川堤-桜並木 

・138 タワーパーク 

（国営木曽三川公園） 

・大江川緑道 

・多加木緑道 

 

2.法令等により指定された地
域・規制内容等の状況 

事業実施区域及びその周囲

において、名勝の指定は 1 件

あります。 

一宮市及び各務原市は「景

観法」に基づく景観行政団体

となっており、良好な景観の

形成に関する計画（景観計画）

を策定しています。 

また、愛知県は「美しい愛知

づくり条例」（平成 18 年 3 月

28 日愛知県条例第 6 号）を定

めており、一宮市も「一宮市都

市景観条例」（平成 7年 2月 27

日一宮市条例第 14 号）を制定

しています。 

岐阜県は、「岐阜県景観基本

条例」（平成 16 年 12 月 16 日、

岐阜県条例第 46 号）を定めて

います。各務原市は景観法に

基づく「各務原市景観計画」

（平成 18 年 3 月 31 日）を定

め、法に基づく委託条例とし

て「各務原市都市景観条例（平

成 18 年 3 月 29 日、各務原市

条例第 19 号）を制定していま

す。 

1.調査すべき情報 
1）主要な眺望点の状況 
2）景観資源の状況 
3）主要な眺望景観の状況 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
主要な眺望点の状況、景観資源の状況については、既

存の文献資料等により把握します。 
主要な眺望点の分布、利用状況(利用時期、利用時間

帯等)及び景観資源の分布、自然特性（見どころとなる
時期等）に関する情報が、文献資料では不足すると判断
される場合には、主要な眺望点の管理者や関係地方公共
団体に対しヒアリング又は現地踏査を行い、必要な情報
を確認します。 
また、主要な眺望景観の状況については、写真撮影に

より視覚的に把握します。 
 

3.調査地域 
事業実施区域及びその端部から 3km 程度の範囲を目

安とし、その範囲において主要な眺望点が分布する地域
とします。 

 
4.調査地点 
主要な眺望点及び景観資源の分布、視覚的関係及び対

象道路の位置等を踏まえ、主要な眺望景観の変化が生じ
ると想定される地点を設定します。 
 

5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、主要な眺望点の利用状況

（利用時期、利用時間帯等）、景観資源の自然特性（見
どころとなる時期等）を考慮し、主要な眺望景観が当該
地域において代表的なものとなる期間、時期及び時間帯
とします。 

1.予測の基本的な手法 
1）主要な眺望点及び景観資源の改変 
主要な眺望点及び景観資源と事業実施

区域を重ね合わせ、図上解析することによ
り、改変の位置、程度を把握します。 
2）主要な眺望景観の変化 
フォトモンタージュ法等の視覚的な表

現方法により眺望景観の変化の程度を把
握します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、景観の特性を踏まえて

主要な眺望点及び景観資源並びに主要な
眺望景観に係る環境影響を受けるおそれ
があると認められる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
対象道路の完成時において、主要な眺望

点の利用状況（利用時期等）、景観資源の
自然特性（見どころとなる時期等）を踏ま
え、主要な眺望点、景観資源及び主要な眺
望景観の影響を明らかにする上で必要な
時期とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
道路（地表式又は掘割式、嵩

上式）の存在に係る景観に関
する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、配慮書での検討結
果、事業特性及び地域特
性を踏まえて選定しまし
た。 
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表 10-3 (17) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

人と自然
との触れ
合いの活
動の場 

主要な人と
自然との触
れ合いの活
動の場 

土地又は工
作物の存在
及び供用（道
路（地表式又
は掘割式、嵩
上式）の存
在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路の存在に

より、主要な人と自
然との触れ合いの活
動の場への影響が考
えられます。 

1.触れ合い活動の場の状況 

事業実施区域及びその周囲

には、以下に示す自然豊かな

公園や緑道、サイクリングロ

ード・ウォーキングコースが

分布しています。 

・138 タワーパーク 

（国営木曽三川公園） 

・木曽川緑地公園 

・大野極楽寺公園 

・浅野公園 

・浅井山公園 

・木曽川堤・桜並木 

・大江川緑道 

・多加木緑道 

・萬徳寺 

・自然生態園 

・尾北自然歩道五条川 

・ウォーキングコース（市北西

部） 

・ウォーキングコース（市北東

部） 

・ウォーキングコース（尾張一

宮駅前ビル周辺） 

・ウォーキングコース（市南西

部） 

・ウォーキングコース（市南東

部） 

・サイクリングロード 

（犬山市～一宮市） 

・河川環境楽園（木曽川水園・

自然発見館） 

・トンボ天国 

・笠松みなと公園 

・笠松町サイクリングロード 

 

事業実施区域においては、

ウォーキングコースが 3 コー

ス分布しています。 

1.調査すべき情報 
1）人と自然との触れ合いの活動の場の概況 
2）主要な人と自然との触れ合い活動の場の分布、利

用の状況及び利用環境の状況 
・主要な人と自然との触れ合い活動の場の分布 
・利用の状況 
・利用環境の状況 

 
2.調査の基本的な手法 
既存資料調査及び現地調査により行います。 
主要な人と自然との触れ合い活動の場の利用状況に

関する情報が、文献・資料では不足すると判断される場
合には、主要な人と自然との触れ合い活動の場の管理者
や関係地方公共団体に対してヒアリングを行ない、必要
な情報を確認します。 
現地調査では、主要な人と自然との触れ合い活動の場

を取り巻く自然資源の状況を、写真撮影により視覚的に
把握します。また、主要な人と自然との触れ合い活動の
場において行われている主な自然との触れ合い活動内
容を詳細に把握します。 
 

3.調査地域 
事業実施区域及びその端部から 500m 程度の範囲を目

安とし、主要な人と自然との触れ合い活動の場が分布す
る地域とします。 

 
4.調査地点 
現地調査の地点は、人と自然との触れ合い活動の場が

存在する地点や対象道路に近接し影響が大きいと想定
される地点等、主要な人と自然との触れ合い活動の場の
利用性や快適性に及ぼす影響を把握するのに適切な地
点に設定します。 
 

5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新のものを入手可能

な時期とします。 
現地調査の調査期間等は、人と自然との触れ合いの活

動の特性、主要な人と自然との触れ合いの活動の場を取
り巻く自然資源の特性及び主要な人と自然との触れ合
い活動の場の利用状況（利用時期、時間帯）を踏まえ、
それらが適切に把握できる期間、時期及び時間帯としま
す。 

1.予測の基本的な手法 
1）主要な人と自然との触れ合い活動の

場及び自然資源の改変 
主要な人と自然との触れ合い活動の場

及びそれを取り巻く自然資源と事業実施
区域を重ね合わせ、図上解析することによ
り、改変の位置、面積や延長等を把握しま
す。 
 
2）利用性の変化 

・人と自然との触れ合い活動の場の利用
性の変化 
触れ合い活動の場の利用の支障の有無、

支障が生じる箇所等を把握します。特に触
れ合い活動の場の分断の有無及び分断に
よって生じる活用可能面積や延長を把握
します。 
・主要な人と自然との触れ合い活動の場
への到達時間・距離の変化 
近傍の既存道路の改変の状況より、主要

な人と自然との触れ合い活動の場への到
達時間・距離の変化を把握します。 
 
3）快適性の変化 
人と自然との触れ合い活動の場から認

識される近傍の風景の変化が生じる位置・
程度を把握します。 
 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、人と自然との触れ合い

の活動の場の特性を踏まえて主要な人と
自然との触れ合いの活動の場に係る環境
影響を受けるおそれがあると認められる
地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
対象道路の完成時において、人と自然と

の触れ合いの活動の特性、主要な触れ合い
活動の場を取り巻く自然資源の特性及び
主要な触れ合いの活動の場の利用状況（利
用時期）を踏まえ、主要な触れ合い活動の
場に及ぶ影響を明らかにする上で必要な
時期とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
道路（地表式又は掘割式、嵩

上式）の存在に係る人と自然
との触れ合いの活動の場に関
する影響が、事業者により実
行可能な範囲内でできる限り
回避され、又は低減されてお
り、必要に応じその他の方法
により環境の保全についての
配慮が適正になされているか
どうかについて、見解を明ら
かにします。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 
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表 10-3 (18) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

地域の歴
史的文化
的特性を
生かした
環境の状
況 

地域の歴史
的文化的特
性を生かし
た環境の状
況 

工事の実施
（資材及び
機械の運搬
に用いる車
両の運行） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事施工ヤード、

工事用道路等の設置
により、地域の歴史
的文化的特性を生か
した環境への影響が
考えられます。 

1.地域の歴史的文化的特性を
生かした環境の状況 

事業実施区域及びその周囲

には、県指定史跡が 4件、市・

町指定史跡が 13 件、国指定名

勝が 1 件、市指定天然記念物

が20件存在しています。更に、

国指定建造物が 3 件、県指定

建造物が 2 件、市指定建造物

が 6件、登録有形文化財（建造

物）が 5件、県指定無形民俗文

化財が 2 件、市指定無形民俗

文化財が3件存在しています。 

事業実施区域において、指

定された文化財はありませ

ん。 

1.調査すべき情報 
1）主要な地域の歴史的文化的環境の状況 
 

2.調査の基本的な手法 
地域の歴史的文化的特性を生かした環境に関する既

存資料の収集により把握します。また、既存資料調査を
補完する必要がある場合には、現地調査により行いま
す。 
現地調査は、現地踏査による目視で把握します。 
 

3.調査地域 
対象道路が地域の歴史的文化的特性を生かした環境

の状況の変化を生じさせる範囲（事業実施区域）を考慮
して、その範囲における地域の歴史的文化的特性を生か
した環境が分布する地域とします。 
 

4.調査地点 
調査地域のうち、地域の歴史的文化的特性を生かした

環境に及ぼす影響を適切に把握できる地点とします。 
 

5.調査期間等 
既存資料調査の調査期間等は、最新の文献を入手可能

な時期とします。 

1.予測の基本的な手法 
地域の歴史的文化的特性を生かした環

境と事業実施区域の重ね合わせにより、地
域の歴史的文化的特性を生かした環境の
改変の位置及び程度を把握します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、地域の歴史的文化的特

性を生かした環境の変化が生じると考え
られる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
地域の歴史的文化的特性を生かした環

境の影響を明らかにする上で必要な時期
とし、工事の実施期間とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
工事の実施に係る歴史的文

化的特性を生かした環境の状
況に関する影響が、事業者に
より実行可能な範囲内ででき
る限り回避され、又は低減さ
れており、必要に応じその他
の方法により環境の保全につ
いての配慮が適正になされて
いるかどうかについて、見解
を明らかにします。 

「環境影響評価指針」
（平成 11 年 5 月 28 日、
愛知県告示 445 号）を勘
案し、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 

土地又は工
作物の存在
及び供用（道
路（地表式又
は掘割式、嵩
上式）の存
在） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
対象道路の存在に

より、地域の歴史的
文化的特性を生かし
た環境への影響が考
えられます。 

1.予測の基本的な手法 
地域の歴史的文化的特性を生かした環

境と事業実施区域の重ね合わせにより、地
域の歴史的文化的特性を生かした環境の
改変の位置及び程度を把握します。 
 
2.予測地域 
調査地域のうち、地域の歴史的文化的特

性を生かした環境の変化が生じると考え
られる地域とします。 
 

3.予測対象時期等 
地域の歴史的文化的特性を生かした環

境の影響を明らかにする上で必要な時期
とし、対象道路の完成時とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
土地又は工作物の存在及び

供用（道路（地表式又は掘割
式、嵩上式）の存在）に係る歴
史的文化的特性を生かした環
境の状況に関する影響が、事
業者により実行可能な範囲内
でできる限り回避され、又は
低減されており、必要に応じ
その他の方法により環境の保
全についての配慮が適正にな
されているかどうかについ
て、見解を明らかにします。 
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表 10-3 (19) 環境影響評価の各項目に係る調査、予測及び評価の手法並びにその手法の選定理由 

環境要素 

の大区分 

項  目 
当該項目に関連する 

事業特性 

当該項目に関連する 

地域特性 

手  法 

手法の選定理由 環境要素 

の区分 

影響要因 

の区分 
調査の手法 予測の手法 評価の手法 

廃棄物等 建設工事に
伴う副産物 

工事の実施
（切土工等
又は既存の
工作物の除
去） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施にあた

っては、工作物の除
去によるアスファル
ト・コンクリート塊
が発生します。これ
らの廃棄物による環
境への負荷の影響が
考えられます。 

1.廃棄物の処理及び施設の状
況 

事業実施区域及びその周囲

には、産業廃棄物処理施設が

14 件分布しています。 

事業実施区域においては中

間処理施設が 2 件分布してい

ます。 

予測及び評価に必要な情報は、既存資料調査により行
うことを基本とし、必要な情報が得られない場合又は不
足する場合には必要に応じて聞き取り調査を行います。 

1.予測の基本的な手法 
事業特性及び地域特性を基に行うこと

とし、廃棄物等の種類ごとの概略の発生及
び処分の状況を予測します。 
 
2.予測地域 
廃棄物等が発生する事業実施区域を基

本とします。 
なお、再利用方法の検討に当たっては、

実行可能な再利用の方策を検討するため
に、事業実施区域の周辺区域を含む範囲と
します。 
 

3.予測対象時期等 
廃棄物等の発生する工事期間とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
切土工等又は既存の工作物

の除去に係る廃棄物等による
影響が、事業者により実行可
能な範囲内でできる限り回避
され、又は低減されており、必
要に応じその他の方法により
環境の保全についての配慮が
適正になされているかどうか
について、見解を明らかにし
ます。 

国土交通省令に基づき
つつ、技術手法を参考の
うえ、事業特性及び地域
特性を踏まえて選定しま
した。 

温室効果
ガス等 

温室効果ガ
ス等 

工事の実施
（建設機械
の稼働） 

対象道路の基本的
な道路構造は、嵩上
式を計画していま
す。また、インター
チェンジ及びジャン
クションの設置を計
画しています。 
 
工事の実施にあた

っては、建設機械の
稼働及び資材及び機
械の運搬に用いる車
両の運行による温室
効果ガス（二酸化炭
素）が発生します。
これらの温室効果ガ
ス等による環境への
負荷の影響が考えら
れます。 

1.温室効果ガス等の状況 

愛知県では「あいち地球温

暖化防止戦略 2030」（2018 年 2

月、愛知県）を策定しており、

2030 年度の温室効果ガス排出

量を平成 25 年度（2013 年度）

比で 26％削減する目標を設定

しています。 

予測及び評価に必要な情報は、既存資料調査により行
うことを基本とします。 

1.予測の基本的な手法 
工事の実施（建設機械の稼働、資材及び

機械の運搬に用いる車両の運行）に伴い発
生する温室効果ガス（二酸化炭素）の発生
状況を把握します。 
 
2.予測地域 
温室効果ガス（二酸化炭素）が発生する

事業実施区域を基本とします。 
 

3.予測対象時期等 
温室効果ガス（二酸化炭素）の発生する

工事期間とします。 

1.回避又は低減に係る評価 
建設機械の稼働、資材及び

機械の運搬に用いる車両の運
行に係る温室効果ガス（二酸
化炭素）による影響が、事業者
により実行可能な範囲内でで
きる限り回避され、又は低減
されており、必要に応じその
他の方法により環境の保全に
ついての配慮が適正になされ
ているかどうかについて、見
解を明らかにします。 

「環境影響評価指針」（平
成 11 年 5 月 28 日、愛知
県告示 445 号）を勘案し、
事業特性及び地域特性を
踏まえて選定しました。 

工事の実施
（資材及び
機械の運搬
に用いる車
両の運行） 

 




